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防災科学技術研究所では、政府が推進している社会還元加速プロジェクトの一環として、

「災害リスク情報プラットフォーム」の研究開発に取り組んでいます。同プラットフォーム

は、国及び地方公共団体、地域コミュニティ、自主防災組織、NPO、事業者などが、防災

及び災害対応に必要な各種災害リスク情報を、インターネットを介して空間的にも時間的に

もシームレスに共有し、２次利用可能な形で活用できる双方向の仕組みです。この研究開発

は「分散相互運用」という技術コンセプトに基づいており、1つの巨大なシステムやデータ

ベースの構築を目指すものではなく、各種災害リスク情報を保有している機関や個人が各自

インターネット上で公開することで、利用者が必要な時に必要な範囲で必要な情報を組み合

わせて動的に入手して活用できる情報環境の構築を目指しています。文章や写真、地図、動

画などのコンテンツの流通に留まらず、リアルタイムの各種観測情報や被害を推計する各種

シミュレーションなどを連携させて新たなサービスを提供することができます。この分散相

互運用を実現するためには、国や地方公共団体、事業者等が一体となって、個々のデータ自

体の標準化に加え、利用者の要求に応じて動的にデータや計算結果をやり取りするための手

順の標準化が不可欠となります。すでに政府の地理空間情報の活用推進に関する行動計画に

おいても、国際標準規格に基づいた地理情報共用Web システムの標準インタフェースガイ

ドラインが示されており、当研究所もこうした国際的な標準インタフェースに準拠して開発

に取り組んでいます。

同プラットフォームを活用し地域の防災力を向上させるためには、技術的な課題の解決

に留まらず、社会制度的な課題を同時に解決する必要があります。近年、地区内分権に基づ

く地域コミュニティの包括的な地区自治や、自治体や地域コミュニティ、新しい公共との協

働に基づく地域経営などの取り組みが全国的に模索されています。このような地域コミュニ

ティの新たなガバナンスの文脈の中で、地域の絆を再生し、地域防災力を再構築することが

求められています。そこで、当研究所では、本格化する少子高齢化や分権型社会の進展、新

しい公共の担い手の活躍など、地域社会の構造的な変化の動向を見据え、福祉や子育て、環

境、地域振興などの各種地域課題の解決の取り組みと防災対策を統合して持続的に推進する

「リスクガバナンス」（協働型防災社会）に関する研究開発にも取り組んでいます。

今後とも、災害リスク情報プラットフォームの技術開発とリスクガバナンスに関する社会

制度的な研究開発を一体的に推進してゆきたいと思いますので、ご支援いただけますよう、

お願い申し上げます。

独立行政法人防災科学技術研究所

災害リスク情報プラットフォームプロジェクト

リスク研究グループ長　長坂俊成
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午後の部

コーディネーター

コメンテーター

13:00 ～ 16:30 
地域が受けうる被害を、地域自らどう想定し、どう対応するか？
～地域被害想定・防災マップ・災害リスクシナリオの作成を通じた実践事例から～

　地域防災力の向上には、地域コミュニティ自らが、災害によ
りどのような被害を受け、それに対して事前からどう対応する
かを考え、実行することが重要です。ここでは、災害リスクガ
バナンスの視点から、地域主体で行った被害想定や現状の防
災水準の評価、防災マップづくり、災害リスクシナリオづくり、
シナリオに基づく防災ドラマづくり等の実践事例を踏まえて、
地域にあるべき防災戦略について討論します。

（防災システム研究センター
リスク研究グループ長）

長坂俊成

13:00-14:45   第一部　長岡市山古志地域竹沢集落の実践と課題

・星野清剛 
・星野　勇 
・齋藤　隆 
・鈴木康幸 
・川上　修

長岡市山古志竹沢在住（竹沢区長）

長岡市山古志竹沢在住（竹沢副区長）

長岡市山古志支所地域振興課課長

長岡市立山古志小学校教頭

NPO法人ながおか生活情報交流ねっと副理事長

　全村避難というこれ以上の最悪の事態はないと思われた中
越地震から５年が過ぎ、初めて行うこととなった本格的な防災
訓練。竹沢集落の住民が訓練に先立ち考えた被害想定は？被
災地に求められる災害対応のシナリオは？行政と集落、学校
との連絡や連携は？…このような課題に対して取り組んだ実
践事例を踏まえ、あるべき地域防災力向上戦略について討論
します。

パネリスト （敬称略・順不同・調整中）

（防災システム研究センター　研究員）
坪川博彰

　大型の台風の襲来や頻発するいわゆる「ゲリラ豪雨」、迫り
くる大地震に対し、町内会として自主的に備えなければならな
い都市型地域。平日の昼間にベットタウンを襲う災害リスクと
は？要援護者の安否確認や避難誘導は？指定避難所の役割
は？学区など町内会を超えた広域的な連携の仕組みづくりは？
…このような課題に対して取り組んだ実践事例を踏まえ、ある
べき地域防災力向上戦略について討論します。

・佐藤俊平 
・大田哲夫 
・新倉孝幸 
・水島　孝

藤沢市鵠沼海岸 5丁目在住
鵠沼中学校地区防災連絡協議会監事、民生委員
藤沢市役所総務部災害対策課課長補佐
市民劇団の脚本家

パネリスト （敬称略・順不同・調整中）

申し込み書（FAX 番号  029(863)7541）
お名前 フリガナ（全角カタカナ）

ご所属

電話番号

ご参加希望 午前の部のみ・午後の部のみ ・ どちらも参加（○で囲んでください）

ご登録区分

備考（　　　　　　）ご同伴者の名前もありましたら
ご記入ください。

※ご記入の上、このままご送信ください。

自治体関係者・地域の防災リーダー・ 一般（○で囲んでください）

メールアドレス

15:00-16:30   第二部　藤沢市鵠沼地区鵠沼海岸５丁目の実践と課題

午前の部 10:00 ～ 12:00  
災害リスク情報プラットフォームプロジェクトの展開

１　プロジェクト全体のコンセプトと進捗状況
藤原広行 （防災システム研究センター　プロジェクトディレクター）

２　地域主体で実施する災害リスクガバナンスの再編手法
～被害想定・防災マップ・災害リスクシナリオの作成による災害リスクコミュニケーションを通じて～

長坂俊成（防災システム研究センター　リスク研究グループ長）

３　地域主体で運用・活用する災害リスク情報活用システム
～「知」を可視化し地域活動を支える「eコミュニティ・プラットフォーム」と「地域防災キット」～

臼田裕一郎（防災システム研究センター　主任研究員）

４　手段・道具の地域への適用と実証事例
～「地域特性を考慮した防災活動のあり方と新たなる関係の創出～

須永洋平（防災システム研究センター　研究員）
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第 2 回災害リスク情報プラットフォーム研究プロジェクトシンポジウム

■日時　2009 年 12 月 10 日  10：00 ～ 16：30
■場所　東京国際フォーラム ホールＤ 5

防災力を向上する
地域コミュニティの自治と絆

リスクガバナンスの高度化と災害リスク情報の活用
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災害リスク情報プラットフォーム
プロジェクトの展開

災害に強い社会を構築するために

は、市民や地域コミュニティ、行政、

ボランティア、事業者等の地域社会を

構成する多様な主体が、専門家や過去

の被災から得られた知恵を生かし、被

害を軽減するための新たな知恵を生み

出し、地域社会の絆に基づく協働型の

防災戦略を推進することが重要になり

ます。このように、災害リスクを軽減

する絆と協働の仕組みを「災害リスク

ガバナンス」と呼びます。

NIED では、2008 年度から「災害

リスク情報プラットフォームの開発に

関する研究」プロジェクトを開始し、

リスクガバナンスを支える災害リスク

情報のあり方や活用システム、そして

これらを活用した地域コミュニティの

防災戦略に関する研究開発に取り組ん

でいます。



開催の挨拶 プロジェクト全体のコンセプト進捗状況
NIED 防災システム研究センター　プロジェクトディレクター　藤原広行
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１．災害リスク情報プラットフォームプロジェクトの展開
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2009 年も九州あるいは中国地方で集
中豪雨があり、多くの方が被害に遭われ
ました。わが国は「災害のデパート」と
言われるくらい、さまざまな自然災害と
向き合わなければならない島国です。
私の専門は土砂災害ですが、学生時代
からダムや河川工事など、ハードの対策
を手掛け、30 年ほどやってまいりまし
た。
自然災害と向き合うことは非常に難し
いわけですが、またこの 30年ほどで山
地も開発され、街ができたり、社会の構
図も非常に変化し、災害も多様化してき
たと思っております。従来のハードの対
策だけでは収まりきれない要素が多々あ
ります。さらに言葉も、「防災」から最
近は「減災」という言葉が使われるよう
になりました。完全に防ぐことはできな
い、しかし被害は最小限にとどめたいと
いう思いをよく表している言葉だと思い
ます。
今、災害対応・防災については、社会

森脇 寛（NIED 理事）

科学的な研究、あるいはまたソフトの
対策が求められ、重要視されているので
はないでしょうか。私たち NIED では、
2008（平成 20）年度から、内閣府、文
部科学省の支援をいただき、住民の皆さ
んにきめ細かな災害リスク情報を発信、
提供して、災害軽減に少しでも役立てて
いただこうというプロジェクトを立ち上
げました。
本日は皆様方にその進捗状況をお知ら
せするとともに、地域の皆様方と共に取
り組んでいる実践的事例として、新潟県
長岡市山古志地域竹沢集落、藤沢市鵠沼
地区鵠沼海岸 5丁目の方々をお招きし、
このシンポジウムを開催させていただく
ことになりました。
今日一日、短い時間ではございますが、
少しでも皆様方のお役に立てるよう、あ
るいは有益な情報が提供できればと期待
しているところです。本日は、ご来場い
ただき、ありがとうございます。

災害に強い社会の実現を目指して
初めに、「災害リスク情報プラット
フォーム」の研究開発の全体像からお話
しします。
このプロジェクトは、府省連携で行わ
れている社会還元加速プロジェクトと
して、国民 1人ひとりにきめ細かな災
害情報を届けることを目指しています。
2008 年から 5カ年計画で進められてお
り、各自治体や地域の皆さんと協力して
実証実験も進めるなど、実社会に役立つ
ものをつくり上げていくことが最終目標
のプロジェクトです。
NIED は 45 年の歴史があり、自然災
害を解明するという目的で研究を行って
います。しかし自然現象を理解し、解明
するだけでは、私たちの社会は災害に対
して強くはなりません。人間を知り、社
会を知り、全体を知って、それをうまく
融合させることで、災害に強い社会をつ
くることができると考えています。
こうした考え方を前提に、「災害リス
ク情報プラットフォーム」では、①災害
ハザード・リスク評価システム、②災害
リスク情報活用システム、③災害リスク
情報相互運用環境という3つの研究開発
を行っています（図 1-1）。③は①や②
を支えるインフラの部分ですが、諸機関
や個人、地域が持っている災害に関する

さまざまな情報を、コンピュータ技術や
ネットワークを駆使して共有できるよう
に整備していこうというものです。個人
や地域が、自ら「防災」を計画・実行で
きるよう、地震災害をはじめ、各種災害
に関するハザード・リスク情報（素材）と、
それを活用して自ら「防災」を計画・実
行できる環境（道具と手段）を提供する
ことを目的としています。これらについ
て、少し詳しくご説明します。

災害ハザード・リスク評価システム
1995 年 1 月 17 日の朝、兵庫県南部
地震、阪神淡路大震災が起こり、6400
名以上の方が亡くなられるという悲惨な
震災をわれわれは経験しました。この体
験を踏まえ、その後、政府も防災に対
するさまざまな対策を行ってきました。
NIED でも、地震の観測網をはじめ、地
震ハザード評価や三次元の振動台の開
発など、さまざまな研究を行っていま
す。その成果がいろいろな形でまとまり、
データとして提供できるようになってき
ました。例えば、地震調査研究推進本部
と共同で進めてきた、全国の地震動予測
地図、いわゆる地震ハザードマップでは、
確率論的な地震と、将来の評価、また個
別の活断層あるいは海溝型の地震につ
いて取りまとめたもので、2009 年 7月
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にWEB 上で公開しました。これを「地
震ハザードステーション（J-SHIS）」と
呼んでいます。WEB にアクセスしてい
ただけば、今後 30年間でどのくらいの
揺れの地震に見舞われる確率があるかと
いった地震発生率が地域ごとにわかりま
すし、日本には 2000 以上あると言われ
ている活断層のうち、100 程度の主要活
断層の詳細な評価も行っています。また、
地盤の揺れやすさの情報も見ることがで
きます。
まだまだ足りない情報もありますが、
今ある知見をまとめて、それを今後の対
策に生かそうということで、地震に関す
る日本全体の情報をまとめる作業を続け

ています。
今紹介したのは、地震のハザードとい
う自然の側の評価ですが、日本は地震か
ら逃れることはできませんし、国は財政
難に陥っています。少子高齢化を含め、
これまで経験したことのないような社会
情勢になることも懸念されます。そう
いった中で、中長期的には、地震に対し
てどのようなリスク評価を行っていくべ
きでしょうか。個々の視点ではなかなか
評価は難しいので、全国的な災害リスク
のための基盤整備が必要だと考えていま
す。
一方で、マクロな視点の中で、自分の
いる位置だけではなく、自分自身がどの

図 1-1　災害リスク情報プラットフォームの開発

ように生きていくのかも考えなければな
りません。その時には、地域の詳細な情報、
自分の身近な情報も加味して判断するこ
とが必要です。例えば地震ハザードマッ
プの地域ごとの詳細版を作成する場合に
は、国だけでなく自治体と協働で行う必
要があります。国や行政機関のようなマ
クロの評価と、自治体や個人のレベルで
の地震リスク評価の双方を橋渡しする役
割も必要です。
さらに、地震情報のデータベース、個
別の建物のデータに地震のリスク評価を
組み合わせ、自治体の防災戦略や市民の
防災意識の向上、あるいは住宅・建物の
リスク診断に役立てるなど、リスクの評

価と利活用を一体として考えることも大
切です。そこで災害リスク情報のための
情報インフラとして、災害ハザード・リ
スク評価システムを開発しています（図
1-2）。

災害リスク情報活用システム
次に利活用の部分ですが、その仕組み
は大きく 2つに分かれています。
1つは「個人防災対策システム：i - 防
災」、もう1つは「地域向け活用システム：
地域防災キット」です。「i - 防災」につ
いては、さまざまな災害リスク情報を 1
人ひとりの生活設計に生かしていただ
く、あるいは日常の防災行動を支援する

図 1-2　災害ハザード・リスク評価システムの研究開発
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重視して、地域の防災力や問題解決能力
の向上に役立ていただくため、「eコミュ
ニティ・プラットフォーム 2.0」という
オープンソースのWEB システムも開発
し、現在無償で活用していただけるよう
になっています。
さらに、災害リスク評価をするために
必要な情報を発見し、さらにそれを相互
に利用できるような環境を整備し、それ
を社会全体のネットワークとして実現す
ることを目指して、災害リスク情報相互
運用環境の研究開発も行っています（図
1-4）。ここには、①災害履歴、②ハザード・
リスク情報、③体験・エピソード、④制
度・サービス・行動の 4つのデータベー
スを整備していきます。これを仮想的な

機能です。「現在」と「将来」の 2つの
視点を組み込んでいます。
「地域防災キット」は、地域固有の地域
資源や防災資源をもとに、地域住民の皆
さんがつくる防災マップを作成し空間的
な情報を整備する機能、そして全国のさ
まざまな災害体験をもとに、その地域で
発生しうるリスクを時系列でシナリオ化
し、地域固有の防災対策を立案するため
の災害リスクシナリオ作成機能などを組
み込んだシステムで、空間と時間の2つ
の観点で開発しています（図1-3）。防災
マップづくりや災害リスク対応シナリオ
づくりなどについては、この後の発表に
譲りたいと思います。
また、地域コミュニティのつながりを

図 1-3　災害リスク情報活用システムの研究開発

人、あるいは組織、地域社会の知恵を融
合することによって初めて災害に強い社
会が実現するということが、われわれの
基本理念であり、目指すべきゴールでも
あります（図 1-5）。

相互運用環境と位置付けて、実証実験を
行っています。
以上、災害リスク情報プラットフォー
ム研究チームが取り組んでいるさまざま
な研究開発についてご紹介しました。個

図 1-4　災害リスク情報相互運用環境

図 1-5　災害リスク情報プラットフォームが目指す個人・地域の「防災」像
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3 つの知の統合で地域防災力の向上を
災害リスク情報プラットフォームは、
ITを活用して災害に強い社会をつくると
いうことをミッションの1つにしていま
す。そのために実社会でも使えるような
システムの開発を目指しています。同時
に、こうした災害リスクの情報を使った
コミュニケーションの手法についても研
究しています。  今日は、災害リスク情報
をうまく活用して地域が防災力を高めて
いくための具体的な方法について、紹介
させていただきます。
災害は、いつどこで、どのようなレベ
ルで起こるか分からない、という不確実
性を孕んでいます。したがって、地域社
会を構成する多様な主体が協働して対応
することが大事となります。この地域社
会の対応力をどのように高めていくかと
いうことが、地域防災力の向上に重要と
いえます。
災害に関する各種情報である「災害リ
スク情報」は、「専門知」、「経験知」、「地
域知」の 3つから構成されると考えて
います。「専門知」とは、例えば行政の
ハザードマップや被害想定結果、科学的
な知見などがあります。「経験知」は地
域の災害記録や災害経験に基づく知恵や

教訓などがあります。そして「地域知」
は、地域固有の特性、災害文化、社会的
脆弱性です。この 3つの知をいかにう
まく組み合わせ、地域自らが活用するか
が、地域の防災力の向上の鍵になります
（図 2-1）。では、どうすれば 3つの知を
うまく組み合わせることができるでしょ
うか？

リスクコミュニケーション
大切なのは、災害リスク情報について、
専門家、住民を含む地域のさまざまな主
体が意見交換をしながら相互理解に至る
過程です。このことを専門用語としてリ
スクコミュニケーション（以下、RC）と
呼ばれています。その中には、リスクを
見積もることや、リスクの軽減に役立つ
情報（例えば地域の人的・物的な地域資
源や防災資源）を有効活用して、具体的
な防災・減災活動に展開していくという
一連の流れも含んでいます。そして、現
状の防災対策もきちんと評価し、見直し
ます。さらに自助、共助、公助について
も再考し、地域の中のさまざまな主体の
役割の再編や、協働のネットワークを構
築していきます。
例えば、全国的に町内会を単位とする

自主防災組織が構成されていますが、災
害時には、自主防災会だけで問題解決す
ることはなかなか難しいと言われていま
す。また、複数の町内会自主防災会が避
難所を共用して運営する場合には、その
ための運営主体も必要になります。ある
いは１つの学校区に複数の避難所が開設
される場合、それらを連携するための本
部組織が必要になるケースもあるでしょ
う。
行政や各自治体には防災に関する制度
や計画がありますが、実際に災害が起き
た場合、住民にとって機能的かどうかも
見直し、地域の主体による協働によって
制度や計画にフィードバックをかけてい
くというプロセスも重要です。さらには、
政策の再編統合、つまり防災以外の政策
領域を含めた統合を考えること、そして
既存の社会資源の発見とその有効活用を
含め、さまざまな協働関係を構築してい
くことが、RCの目的です。

災害リスクガバナンスの高度化
さて、この RC を通して、さまざまな
主体がネットワークを形成し、協働して
リスクを統治していくことを「リスクガ
バナンス」と呼んでいます。そしてこれ
からお話しする RCのさまざまな手法を
通して、「災害リスクガバナンス」が高
度化すると考えています。
では、災害リスクガバナンスの高度化

とはどのような状態なのでしょうか。わ
れわれは、防災訓練のような防災を直接
目的とした対策を「直接的防災力」、そ
して日常の地域コミュニティのさまざま
な活動やネットワーク、社会資源の活用
などを「潜在的防災力」と呼んでいます。
先ほど示した3つの知を統合させ、さら
に RCを取り入れることで潜在的防災力
を高めることができるという仮説を立て
ています。そして、潜在的防災力が直接
的防災力に生かされることで、災害リス
クガバナンスが実現し、地域の防災力は
高度化すると考えています（図2-2）。

トータルな発想で災害対策を
少し話は変わりますが、災害は普段の
生活している空間で起こるわけですの
で、さまざまな世の中の仕組みを踏まえ
たトータルな発想にしないと、防災を含
めた地域課題の解決には至らないことを
紹介したいと思います。
まず、トータルな発想にするためには、
行政や自治体と住民との関係をうまく結
びつける必要があります。例えば、PTA図 2-1　知の統合による地域防災力向上
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では防犯マップはつくっていますが、例
えば通学路に危険なブロック塀があるこ
とは把握していない場合が多くありま
す。自主防災組織で防災マップとして整
備している場合もあります。しかしこの
2つの情報を共有できれば、さらに地域
の力は高まります。
また、倒壊の危険のあるブロック塀を
生垣にしよう、また、そのために補助金
を出そうという施策があるとします。し
かし、たとえ補助金が出たとしても、例
えば生垣の家主が独居で年金生活のお年
寄りであったとしたら、その後の手入れ
は難しくなります。したがって、ブロッ
ク塀の生垣化はなかなか進みません。そ
こに市民協働の仕組みを導入し、例えば、
街に緑を増やそうとしている NPO の活
動と生垣の整備を結び付けることで、施
策は進むのではないでしょうか。
また、高齢者の方々の耐震化をどう促
進していくかも全国的な課題です。特に

賃貸住宅の耐震化についてはほとんど政
策がありません。結局は防災対策や防災
政策から抜け落ちてしまうことになりま
す。このように、トータルで発想してい
かないと、防災を含めた地域課題の解決
には至らないということです。

地域防災力向上のための３つの方法
私たちは、「地域のさまざまな主体が
地域の課題を共に考え、相互理解を深め
る過程」である RC を重要視しながら、
地域の防災力を高めるために、「防災マッ
プづくり」「災害対応シナリオづくり（防
災ドラマづくり）」「訓練計画づくりとそ
の実施」という 3つの手法を提案して
います（図 2-3）。ここからは、3 つの
手法の概要を紹介していきたいと思いま
す。

防災マップづくり
先ほど PTA の防犯マップと自主防災

図 2-2　リスクガバナンス高度化の過程

会の防災マップとの情報の共有について
お話ししましたが、NIED ではさまざま
な主体が情報を共有できるような防災
マップを住民主体でつくり上げていくこ
とを提案しています。
行政が公開しているハザードマップや
危険度マップ、あるいは被害想定図等の
「危険マップ」、地域住民や各主体が把握
している地域・防災資源（避難所、防災
倉庫、井戸、資機材、消火栓など）の情
報を整理した「資源マップ」に加え、避
難行動や消火活動、要援護者の救援活動
などの情報を盛り込んだ「行動マップ」
という 3つのマップを「防災マップ」と
呼んでいます（図 2-4）。
住民の皆さんが、自ら “ まちあるき ”
を行って地域資源や防災資源を確認し、
あるいは生徒や児童が学校から自宅に避
難する場合の経路、自宅から避難所まで
の経路を確認する、あるいは地域内外か
ら応援に駆け付けたボランティアの方々

が要援護者の救援活動や物資の輸送な
ど、さまざまな場面を想定してマップを
作成します。
この防災マップを共用しながら地域知
を統合し、地域で想定される災害リス
クを評価して具体的な防災対策を実施す
る。このサイクルが重要だと考えていま
す（図 2-5）。

地域で起こる災害リスクを時系列で理解
する「災害対応シナリオづくり」
次にご紹介するのは、「災害対応シナ
リオづくり（防災ドラマづくり）」です

図 2-3　地域防災力向上のための 3 つの方法

図 2-4　防災マップとは
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（図 2-8）。そのために、地域住民やその
地域のさまざまな主体が参加してワーク
ショップを開催しますが、その概要を紹
介していきましょう。
はじめに、その地域固有の被害を想定
し、前提条件をイメージします。その地
域に過去どのような災害が起こり、どん
な被害に遭ったのか、今後どのような災
害が起こりうるのかといったことを、自
治体で公開している各種のハザードマッ
プや、NIED で提供している災害リスク
情報などを踏まえ、地域自らが検討しま
す。
そして、発災→初動→避難→復旧といっ
た時間軸（シナリオ）に沿って、地域がど
のような対応を行うべきかについて、参加
者によって意見交換を行い、対応策を検
討するという流れになります。
そのワークショップでは、ロール・プ
レイングという方法（図 2-6）を用いて
地域に起こりうることをイメージするこ

とに努めています。これは、例えば町内
会長、民生委員、避難してきた住民、避
難所となった学校の校長先生、行政、地
域外のボランティアといった役割を与え
ることからはじまります。そして、参加
者がその役になりきり、自分がその立場
になったらどう考え行動するか、を発言
してもらうルールとしています。校長先
生が校長先生の役をやるわけではありま
せん。一般市民が校長先生役になったり、
行政職員が避難住民の役を演じながら、
ある状況における課題を議論します。そ
して、ロール・プレイング方式によって
思いもよらない問題点や解決策を浮き彫
りにし、地域で起こりうる問題点を明ら
かにして、それを踏まえて事前対応策を
検討する流れとなります（図 2-7）。
ワークショップの参加者からは、「普
段は与えられた役割をいかにこなすかと
いうことしか考えていなかったけれど
も、別の役割を演じることで、その立場

図 2-5　防災マップづくりを通じた地域防災サイクル

図 2-6　ロール ･ プレイング 図 2-7　シナリオづくりのための状況と
課題の付与

ワークショップの様子

になったらどのように行動すればいいの
かを考えることができて、自分以外の立
場の人の気持ちがよくわかった」という
声をいただいています。
こうした手法によって、地域において、
誰がどのような役割を果たせるのか、そ
してそれぞれの連携はどうあるべきかお
互いに確認し、情報を共有することがで
きます。このような確認作業によって、
地域で起こりうる災害の全体像を理解す
ることが重要です。
一般的な被害想定と言いますと、家屋
の倒壊、死亡率、道路の閉塞やライフ
ラインの途絶などが項目として挙げられ
ますが、地域にはそれぞれ固有の事情が
あります。例えば、マンションや団地に
住んでいて、町内会や自主防災会に入っ
ていないという世帯がたくさんいる、と
いった場合などのケースでは、実社会の
生活の文脈の中で、それに合った具体的
な災害対応を考えていく必要がありま
す。そのためにも、こうしたワークショッ
プの場を設定し、平常時から「顔の見え
る関係」を築いておくことが大切です。

また、このような地域内における平時
の関係性は、いざという時にとても役に
立つと考えられますが、実際には日ごろ
の関係性については、あまり意識されて
いませんし、両思いの場合もあれば片思
いの時もあります。ですから災害時だけ
でなく、平時を含めて、連携および協働
関係を可視化する手法も検討が必要だと
考えて、その開発にも着手しています。

防災ドラマづくり
NIED では、ワークショップなどで作
成された「災害対応シナリオ」をもとに
した、防災ラジオドラマづくりを提案し
ています。
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図 2-8　災害対応シナリオづくり（防災ドラマづくり）の流れ

まず、ワークショップで得られたシナ
リオを整理して、地元の脚本家にドラ
マ用の脚本をつくっていただきます。こ
の過程で、住民や行政を含め、地域の各
主体に対して、事実関係に誤りがないか
確認してもらい、それを再び脚本に反映
させ完成させます。そして、地域の方々
が参加してドラマの収録を行います（図
2-8）。
これまでに、藤沢市鵠沼中学校区、鵠
沼海岸 5丁目、新潟県山古志地区（竹沢・
梶金集落）をはじめ、各地で地域発の防
災ラジオドラマが制作されましたが、い
ずれも地域の方々が声優として参加され
ています。また、放送については、地元
のコミュニティ FMに協力していただい
ています。
でき上がったドラマは、例えば藤沢市
の場合は鵠沼中学校の生徒に学校の授業
で聴いてもらい、感想文を書いてもらう

取り組みがなされました。こうした取り
組みは、次代の地域防災を担う若い人た
ち、また地域の多くの方の防災意識を高
めるためにも重要です。
今後も各地域でシナリオづくりワーク
ショップや防災ラジオドラマづくりの動
きが出てきていますので、NIED では、
こうした活動を支援していきたいと考え
ています。

訓練計画づくりと訓練の実施
最後に、「訓練計画づくりとその実施」
についてお話しします。
従来の避難訓練や防災訓練は、どちら
かというと行政主導の要素が強く、地
域住民が主体的に、そして行政と協働で
訓練計画をつくり上げるという流れには
なっていません。そこで、先ほどお話し
した災害対応シナリオづくりのところか
ら行政に参加していただき、その成果を

防災ラジオドラマの収録風景

踏まえて防災・減災対策をつくり上げ、
その対策が実効性のあるものかどうか、
訓練計画をつくり上げ、実際に汗をかい
て訓練して確認します。
実際に訓練を行ってみて、うまくいか
なかったところなどについては再検討
し、修正していくということを、住民の
皆さんが自ら行っていくことが大切で
す。
このような訓練計画づくりや訓練の実
施についての手法も提案しており、実際
に実施した地域があります。

長期・広域災害リスク政策研究
最後に、長期・広域災害リスク政策研
究について説明させていただきます。
現在の災害対策基本法に基づいた地域
防災計画について、どこまで機能してい
るのかを皆さんにぜひ再検討していただ
きたいと思います。さらに長期の総合計

画については、都市計画、環境計画、福
祉計画と防災政策が統合していかなけれ
ばなりません。
そういう意味では、ここ 30 年ぐらい
のスパンで日本社会全体を見直して、単
純に構造物の耐震化ということではなく
て、地域社会そのもののあり方を考え、
その上で防災の具体的な計画を高度化し
ていくことが大切になると考えていま
す。
最終的には、技術のイノベーションと
社会制度のイノベーションを同時に推進
していく必要があります。私たち NIED
も、情報技術だけでなく、これまでお話
ししたようなリスクコミュニケーション
のさまざまな手法を地域に展開していく
ことで、リスクガバナンス、あるいは地
域防災力を高めていただくお手伝いをさ
せていただきたいと思っています。



…WMS: Web Mapping Service
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地域主体で運用・活用する災害リスク情報活用システム
「知」を可視化し地域活動を支える
「eコミュニティ・プラットフォーム」と「地域防災キット」

NIED 防災システム研究センター　主任研究員　臼田裕一郎
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自ら防災を計画し、実行するために
先ほどの長坂の発表は、地域の防災力
を高める手法についてでしたが、今度は、
その「手法を支える情報システムはどう
あるべきか」について話を進めたいと思
います。特にNIED が開発を進めている
「地域防災キット」の構想と展開、その
進捗状況についてお話しし、最後に災害
リスク情報プラットフォームとして、情
報システムを活用してどのような社会を
目指していくのかについてお話しいたし
ます。
藤原の発表にもありましたが、私たち
が目指すべき「防災」像として、個人や
地域コミュニティが、専門機関や実務機
関が自然災害について調査研究して得ら
れた知識である「専門知」、そして災害
を受けてしまった数々の地域の「経験知」
を獲得・活用し、それを自らの「自分知・
地域知」として高めていくことで、個人
や地域の防災力が向上するという形を考
えています。そのためには個人や地域が
「自ら」防災について計画し、実行する
ことが重要で、そのための素材、道具、
手段を提供していくのが災害リスク情報
プラットフォームの役割です。
そこで、私たちは、専門知や経験知を、

自分知・地域知に取り入れていくための
システムとして、個人向けに「i- 防災」、
地域向けに「地域防災キット」という 2
つのシステムを開発しています。本日は
そのうち「地域防災キット」についてお
話しいたします。

地域向け活用システム「地域防災キット」
「専門知」や「経験知」、「自分知・地
域知」を多くの個人や地域が活用するた
めには、目に見えるものにする、つまり
可視化することが必要です。それぞれの
知を可視化したものを「災害リスク情報」
と呼んでいます。例えば、「専門知」とし
ては、ハザードマップや調査研究成果の
データ、あるいは警報・注意報といった
形で実際に実用化されているものもあり
ます。「経験知」としては、災害について
の体験集、記録集、それらをもとに作成
され自治体などから発信されているパン
フレットに載っている推奨行動などがあ
ります。「地域知」は、土地勘、その地域
に存在している人材や物財といった防災
資源、地域内の人々の関係性などです。
 NIED では、災害リスク情報を活用し、
地域住民の活動を支え、地域防災力を高
めるために情報システムとしてできるこ

図 3-1　【知の流通】災害リスク情報相互運用環境

図 3-2　相互運用 g サーバー
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と、そして必要なこととして、大きく 3
つの視点で取り組んで研究開発を行って
います。
1つめは、地域コミュニティ自らが「専
門知」や「経験知」を取り込むための仕
組み、つまり「専門知」や「経験知」を
流通させるための情報環境が必要です。
これを災害リスク情報相互運用環境とし
て、現在構築を目指して研究を進めてい
ます（図 3-1、3-2）。
2つめは、地域が自らの「地域知」を
可視化し、そこに「専門知」や「経験
知」を加えて、新たな「地域知」をつく
り出すための仕組みです。自分たちの知
識だけではなく、他の知識をうまく取り
入れ、そしてそれをもとに防災について

計画し、実行するための仕組みをつくり、
支援していこうということです。その方
法としては、空間的な見方と時間的な見
方ができると考えています。そこで、空
間的な見方からの実行支援として「防災
マップ作成システム」、時間的な見方か
らの実行支援として「災害リスクシナリ
オ作成支援システム」を開発しています
（図 3-3、3-4）。
3つめは、いま申し上げたようなこと
を地域が自ら協働運営できるような、ガ
バナンスで行っていけるような仕組み、
あるいはそれを支援していくシステムも
必要であるということで、「e コミュニ
ティ・プラットフォーム 2.0」を開発し
ました。

図 3-3 防災マップ作成システム

図 3-4 災害リスクシナリオ作成支援システム

知の流通を目指す―災害リスク情報相互
運用環境
「専門知」や「経験知」は、全国ある
いは全世界に分散しています。そういっ
たものを地域が取り入れるためにはどの
ような情報環境が必要なのかについて、
私たちはさまざまな角度から検討を行っ
ています。
現在、インターネット上に公開されて
いるさまざまな情報は、画像や PDF、そ
のサイトでしか使えないWebGIS など、
ユーザーサイドからすると、情報を比較
したり、足し合わせて考えることができ
ない提供の形態をとっています。まして
や、さまざまな知を組み合わせて新しい
知をつくる、という作業は今の情報シス
テム環境では難しい状態です。一方、地

理空間情報の分野においては情報の流通
に関する国際標準化が進められていま
す。そこで、NIED では、知を流通させ
るための仕組みとしてこれを組み入れ
た、「相互運用 g サーバー」を開発し、
相互運用環境の普及戦略や有効性の研究
を進めています。現在このシステムは無
償提供しています。もちろん相互に情報
利用することになると制度的・精度的な
課題も出てきますので、それらをどう解
消していくかについても議論しており、
運用に関するガイドラインを作成するな
どの対応も視野に入れつつ、普及を進め
ていきたいと考えています。また、利用
者にとってどこにどのような情報がある
のかを知ることは重要です。そこで、情
報を見つけ探してくる仕組みとして、災

■専門知・経験知・地域知を地図上で可視化し、統合的に共有・
　議論・検討できるツール

■地域に起こりうる出来事を、専門知や経験知を踏まえ、地域特有の考えや
　資源（地域知）をもとに、時系列的に課題や対応を検討するツール

出力例

出力例
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害リスク情報クリアリングハウスの開発
も進めています（図 3-1、3-2）。

空間的見地からの支援―防災マップ作成
システム
次に、3つの知の融合を空間的な見地
から支援するシステムとして、「防災マッ
プ作成システム」の開発を進めています。
これは、まず 3つの知を可視化し、地域
住民が統合的に情報を共有し、地図を見
ながら議論、検討できるツールになって
います（図 3-3）。
その際、先ほど申し上げたように、自
治体や大学、研究機関などが地理空間情
報を相互運用方式で提供していれば、地
域が自ら情報を呼び出して、これに新た
に自らの情報を加えていくことができる
仕組みです。

時間的見地からの支援―災害リスクシナ
リオ作成システム
さらに時間的見地からの支援として、
災害リスクシナリオ作成システムを開発
中です。
地域で起こりうる災害について、その
リスクに関する専門知や災害を受けた経
験知を踏まえて、地域特有の考えや資源
をもとに、災害時の際に起こりうる課題
や状況について、時間軸に沿って議論し、
検討できるシステムです。例えば、「さ
まざまな事情で避難所に来られない人に
対してどのように対処しますか」といっ
た問題点を投げかけて、それに対して具
体的に議論し検討していくためのツール
です。その際、ほかの地域で避難所運営
や避難生活の問題点としてどんなことが
あったのかを知りたい場合、各地で起

図 3-5　e コミュニティ・プラットフォーム 2.0 図 3-6　災害記録の地域共有と専門知の蓋然性確認

こったエピソードなどを引き出すことが
できるような仕組みも開発中です。

地域の活動・協働を支援―e コミュニ
ティ・プラットフォーム 2.0
そして、地域がこうしたシステムを協
働で活用・運営していくための支援シス
テムとして、「e コミュニティ・プラッ
トフォーム 2.0（以下 eコミ 2.0）」を開
発しました。これはいわゆるグループ
ウェアに近いものと考えています。地域
外から「専門知」や「経験知」を引っ
張ってくるための RSS リーダーやタグ
リーダーといった情報獲得の機能、掲示
板機能やスケジュール管理の機能、また
ブログなどの機能も持たせています（図
3-5）。
e コミ 2.0 では、個人ページやグルー

プページはもち
ろんですが、例
えば安心・安全
のテーマ別ペー
ジをつくること
もできます。地
域の視点で危険
箇所やさまざま
な資源について
は、「防災マップ作成システム」をクリッ
クすれば、地図が起動するようになって
います。

地域での実践事例
実践事例として、鵠沼海岸5丁目の例

をご紹介します（図3-6）。「防災マップ作
成システム」では、表示されているエリ
アに含まれるさまざまな地図を、その地
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図を発行する機関のサーバーから呼び出
し、重ね合わせることができます。例えば、
独立行政法人農業・食品産業技術総合研
究機構（農研機構）のサイトには明治時
代の地図が公開されていますが、例えば
こうした機関のように地理空間情報の相
互運用形式に対応していれば、その地図
を呼び出して地域のマップに組み合わせ
たり、現在の地図と比較して土地利用の
変化を確認することなども可能です。
そして、ここに住民の皆さんが災害時
に撮影された被害の様子を投稿して、地
域内で共有することができます。例えば、
住所情報が含まれる避難所リストがあれ
ば、それをコピー＆ペーストで貼り付け
るだけで、自動的に地図上に登録すると
いうこともできます。
さらに、過去の災害記録について被害
の実態やエピソードや、その際の避難所
運営の実践事例などを検索して、地域で
の対策を考えられるような、災害リスク
シナリオとも連動させるような形での開

発を進めています。リスクシナリオは現
在ラジオドラマとしての展開までを図っ
ています（図 3-7）。
このシステムは、PC だけではなく、
携帯電話などでも見られるようになって
おります。また、アナログでの利用を強
く意識してつくっており、デジタルでつ
くったマップを、A0 サイズ、あるいは
A4 に分割して印刷することが可能です。
情報の入力においては、パソコンが苦手
だという高齢者も多いと思いますが、例
えば地域の中学生に入力はお願いするな
ど、さまざまな世代が取り組むことで平
時からの人間関係が築けますし、それが
また地域の防災力の向上にもつながって
いくと考えています。これらは地域のこ
とを知るには有効なツールと考えていま
すが、こうしたツールですべてを動かす
のではなく、ツールを運用していただく
方のさまざまな使い方がむしろ重要で、
地域の防災力を支援するという視点を常
に忘れずに、開発を進めています。

図 3-7　 地域防災力向上を目指す取り組みと主体のかかわり

図 3-9　地域被害想定システム

図 3-10　地域防災力評価システム 図 3-11　地域防災計画・実行支援システム

図 3-8　地域防災キット

■地域主体・協働型災害リスクマネジメント実行支援システム

■地域の防災体制（ガバナンス構造）を可視化するツール ■マップづくりやシナリオづくりを経て、地域で実行すべき
　課題が洗い出されたところで、そのための行動計画を作
　成し、実行に移すためのシステム

５W1Hを明確にした行動計画と進捗管理、そして、長期・
継続的に運用可能な地域防災計画立案・実行支援

■地域が被りうる被害・リスクを可視化するツール

地域主体・協働型災害リスクマネジメン
ト実行システム―地域防災キット
このように、マップを使って地域を理
解し、シナリオを使って地域で起こりう
る被害、課題や状況を想定していくとい
うシステムを紹介しましたが、これらを
一連の流れとして利用できるシステムと
して、「地域防災キット」への展開を構
想しています（図 3-8）。
中身としては、地域の被害を想定し

可視化する地域被害想定システム（図
3-9）、地域防災力を評価するシステム（図
3-10）を前提に、マップづくりやシナ
リオづくりに生かしてもらおうという構
成にしています。さらにそれらを踏まえ
て、地域防災として実行しなければなら
ないアクションアイテム、防災計画の立
案なども組み込んだ、地域防災計画・実
行支援システム（図 3-11）にも着手し
ています。

出力例

出力例
出力例
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災害リスク情報プラットフォームが目指
す情報システム全体像
最後にまとめとしまして、災害リスク
情報プラットフォームが目指す情報シス
テムの全体像についてお話しします。専
門機関であるNIED は、今後も災害リス
ク情報の高度化と、これを流通するため
の相互運用環境の整備のための研究開発
を実施していきます。そして、災害リス
ク情報が個人や地域に使える仕組みでな
ければ意味がありませんので、これを利
用する「i- 防災」や「地域防災キット」

を提供していきます。
このように知を流通させて、それを地
域や個人が利用していくシステム像を目
指しています。そして、企業やメディア、
大学、自治体、研究機関や、NPO/ NGO
などにおきましても、お互いに有効な情
報を利活用するために、相互運用環境に
適用した情報提供を行っていただけれ
ば、さらに地域の防災力が高まるだろう
ということを期待し、研究開発と普及を
進めています。

図 3-12　災害リスク情報プラットフォームが目指す情報システム像

―Q：いろいろと多角的に検討されてい
いシステムになってきていると思います
が、情報の質や管理についてはどのよう
にお考えでしょうか。
臼田：情報が 1人歩きしてしまうと問
題が起こるのは事実としてあると思いま
す。これに対し、例えば地理空間情報の
部分に関して申し上げますと、メタデー
タによって、誰がつくったのか、どの範
囲までは利用可能か、精度はどうかと
いったことをきちんと示すように、国際
標準化が進められています。また、個人
から発信された情報についても、相互運
用の形をとると発信者は明確になりま
す。精度が高い情報だけでは情報の範囲
が狭く、逆に重要な情報を漏らしてしま
う危険性もありますから、そのあたりは
トレードオフだと思っています。数が多
いから精度が高くなる、あるいは数は少
ないが専門家がつくったから精度は高
い、といったことが判断できる情報も含
めて流通させていくことが大事であると
考えています。その仕組みとして、相互
運用のガイドラインの検討を進めていま
す。

―Q：例えば日本国内にあるさまざまな
ハザードマップや被害想定の情報に関し
て、共通のインターフェイスはどの程度
導入されているのでしょうか。進捗レベ
ルを教えていただければと思います。
臼田：だいぶ進んできているというのが
現状ですが、具体的に挙げますと国交省

国土計画局さんが、1970 年代の空中写
真をほぼ全国レベルのスケールでWMS
（Web Map Service）という方法で展開
しています。※　それから農研機構さんが、
国土地理院のデータである基盤地図情報
25000WMS 配信サービスを公開してい
ます。NIED でも、地すべり地形分布図
というデータを同じようにWMSで出し
ていますし、地震動予測について同様に
検討をしております。農業環境技術研究
所については、明治時代の土地利用図―
迅速測図を農研機構経由で公開していま
す。
まだ個別対応というところもあります
が、省庁間連絡会議では、WMSを共通
の仕組みとして連携していこうというガ
イドラインが提示されているので、今後
順次広がっていくのではないかと考えて
いますし、私たちもそれにドライブをか
ける役割としてがんばっていきたいと考
えています。

※ 2010 年 3月 31 日で国土交通省国土
計画局による公開は終了し、4月 1日か
ら国土地理院に移管されました。2010
年６月 1日現在は、WMSによる公開は
行われていません。
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手段・道具の地域への適用と実証事例
地域特性を考慮した防災活動のあり方と
新たなる関係性の創出

NIED 防災システム研究センター　研究員　須永洋平
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リスクコミュニケーションの手法と情報
システムを地域で展開
「手段・道具の地域への適用と実証事
例」というテーマでお話しいたします。
手段とは、長坂から説明のありましたリ
スクコミュニケーション（RC）の手法、
道具とは、臼田から説明しましたさまざ
まな情報システムのことですが、これら
が実際に地域でどのように活用され、活
動が展開していくのかということについ
て報告させていただきます。
地域の防災力を向上させるためには、
地域の事情や特性を考慮しながら、さま
ざまな主体の協働関係を構築することが
必要です。すなわち、リスクガバナンス、
これを高度化していくことが必要だと考
えます。私たちのプロジェクトチームで
は、リスクガバナンスの高度化に向けて、
災害リスク情報を活用可能なシステムを
つくりました。手段と手法をさまざまな
地域で展開していく中で、新しい自治や
絆という成果が生まれつつあります。
リスクガバナンスとは、「多様な主体
の社会的な相互作用、社会的なネット
ワークによって災害リスクを統治するこ
と」と定義付けています。リスクガバナ
ンスを高度化するためには、災害リスク

情報の多元性、つまり「専門知」「経験知」
「地域知」という 3つの知を集め、それ
を共有することが必要です。さらに、そ
れらを活用して多様な利害関係者による
熟慮ある対話が大切です。ただ話し合う
だけではなく、意思決定や具体的なアク
ションにつなげていくということが重要
ということです。そして、地域のリスク
ガバナンスを高度化するためには、社会
の多様な組織や個人による水平的・非制
度的な協働の仕組みを構築することも必
要です。
NIED では、「防災マップ」「防災ドラ
マづくり」「訓練計画づくりとその実施」
という 3つの RC手法と災害リスク情報
プラットフォームを活用するための道具
を開発し、地域でのリスクガバナンスを
高度化する活動を支援しています。
例えば、防災マップづくりは、新潟県
長岡市山古志地区、つくば市筑波小学校
区、愛知県吉良町吉田校区おやじの会、
田原市野田校区や春日井市の春日井ネオ
ポリスなど、防災ドラマづくりは、長岡
市山古志地区、藤沢市の鵠沼中学校地区、
鵠沼海岸 5丁目などで行いました。防災
訓練計画や実施は、長岡市山古志地区、
柏崎市北条地区などで実施しました。地

域によって内容は異なりますが、これま
でに 20 ～ 30 地域で取り組んできまし
た（図 4-1）。

RCの手法を用いた地域の新たな絆づくり
取り組み事例として、まず愛知県吉良
町の吉田校区おやじの会を紹介します。
愛知県吉良町は人口約 2万 3000 人、世
帯数約 7000 弱です。防災への関心が高
い地域で、地域の防災研修会の修了者な
どで組織される「防災サポート赤馬」も
設立されました。
吉田校区おやじの会は、町立吉田小学
校に通う児童の父親が主体となって活動
する組織です。おやじの会では毎年 8月
のある土曜、日曜日に「学校で泊まろう」
というイベントを実施し、今年も親子計
100 名ほどが参加しました。
今年は防災マップをつくろうという
ことで、参加者が 10グループに分かれ

て、まちあるきをしながら防災資源や危
険箇所を発見・確認し、携帯電話で写真
を撮り、それを GPS の位置情報と合わ
せて、eコミマップに送信しました。ま
た、学校のパソコンを使って、まちある
きで撮った写真以外のデータ、例えば「こ
こは昔田んぼだった」、あるいは「ここ
の道路の下は暗渠になっている」といっ
た文字データも入力し、これらを合わせ
て防災マップを作成しました（図 4-2）。
そして、でき上がったマップは印刷して
持ち帰るということにしました。
青い○印は防災資源など、赤い×印は
危険箇所を表しています。消火器発見と
いう所に合わせて消化器の写真も載せま
した。
このようなマップづくりを通して、お
やじの会の方々からは、例えば「通学路
の危険なブロック塀を生垣にしてほしい
といった提案を行政にしたい」、という

図 4-1　取り組み実施地域（2009 年 12 月現在）



図 4-2　おやじの会（吉良町）で作成された防災マップ

まちあるきの結果を整理

子供たちもまちあるきに参加

災害対応シナリオづくりと
防災ラジオドラマづくり（鵠沼海岸 5 丁目）

災害対応シナリオづくり（春日井市中央台）
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声も上がりました。「ただお願いするの
ではなく、重点的あるいは迅速にやって
ほしい箇所を特定するといった具体案と
して提示したい。しかし自分たちででき
るところは自分たちでやっていく、ある
いは近隣のできる人にお願いする」など、
積極的、主体的に取り組んでいく姿勢が
うかがえました。また、防災サポート赤
馬とも連携をとっていきたいということ
で、新たな絆が生まれつつあります。
次に、防災ドラマづくりについて、春
日井市の中央台で実施した例をご紹介
します。中央台は名古屋市のベッドタウ
ンですが、最近高齢化が進んでいる地域
です。中央台は町内会と自治会がありま
すが、両者が交流できるように中央台コ
ミュニティクラブ（CCC）という組織が
近年設立されました。自主防災会連合
会はこの CCC に含まれる一主体で、地
域内にある 13の自主防災会の連合体で
す。9月に参加者 43 名で、東海・東南

海地震が 11 月の平日午前 11 時に起こ
るという想定のもとで話し合いを行いま
した。被害想定システムを使って被害状
況を共有し、大きな災害が起きた場合に、
自分たちの力で対応できるところはして
いきたいという認識のもと、安否確認や
負傷者の救出といった課題について、防
災会長や避難誘導班など参加者が各々い
ろいろな役になって、話し合いを行いま
した。その結果、自宅での家具の固定、
地域では危険箇所や防災資源のチェック
やリスト作成、あるいはまた学校との協
力関係の必要性など、課題を参加者同士
で共有することができました。連合会の
会長が地域のホームセンターやボラン
ティアと話し合って、防災訓練の際に家
具固定のデモンストレーションを実施す
るといった、新たな協力関係もできつつ
あります。
ラジオドラマまで作成した事例につい
ては、藤沢市鵠沼海岸 5丁目の取り組み
を紹介します。ここでも、まず事前に災
害対応シナリオづくりのワークショップ
を行い、その結果を踏まえて台本を作成
し、住民の皆さんが声優に挑戦してラジ
オドラマを収録し、地元のコミュニティ
FMで放送されました。
鵠沼海岸 5 丁目は、2004 年の台風
22 号で浸水被害を受けましたので、そ
の場所の位置や被害状況について eコミ
マップを使って確認、共有しました。「浸
水が予測される場合には、江ノ電バスの
駐車場に車を移動させてもらってはどう

か」、あるいは「コンビニエンスストア
のところが被害を受けやすい箇所でもあ
るので、水位をチェックして報告しても
らう」といった具体的な対応策も話し合
われました。
最後に、新潟県長岡市山古志地区の事
例をご紹介します。ここでは 7月、8月



衛星電話を用いた
情報伝達訓練

図 4-3　震災訓練の全体像
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に防災マップづくり、災害対応シナリオ
づくりのワークショップを行い、その後
訓練計画について検討・立案し、10 月
に震災訓練を行いました。これらの成果
を踏まえて、台本を作成し、防災ラジオ
ドラマが完成し、12 月に放送となりま
した。
ワークショップや訓練の過程で、「震
災後に各集落に衛星電話が配備されたけ
れども使い方がわからない」、「実際の訓
練では、支所に 1台しかないために各
集落から一斉にかけると交信できなくな
る」といった、大きな課題も浮かび上が
りました。
また、訓練では小中学校とも連携し、
eコミマップを用いて道路閉塞情報を学

校へ伝達、帰宅可能か判断する訓練も実
施しました。地域と学校との絆づくりも
大切なことが明らかになりました。
こうした一連の流れを通して、行政、
住民、市民団体、地元の NPOなど、さ
まざまな主体間の新たな協力関係ができ
上がったことは大きな成果だと思います。
このように RCの手法を用いたさまざ
まな取り組みによって、ガバナンスの変
容を見ることができました。今後私たち
は、この変容がどのように進化していく
かということについて追跡調査していき
たいと考えており、また、他地域での展
開についても積極的に進めていきたいと
思っています。

―Q：今回取り組まれた地域については、
もともと防災意識が高い地域だったので
しょうか。またなぜ高かったのでしょう
か。そしてNIEDとしては、どこまで地
域にかかわっていく予定なのでしょうか。
須永：愛知県については、自主防災組織
の活性化を図るためのモデル事業とし
て、県にも協力していただいています。
東海・東南海地震の被害想定地域でもあ
りますし、また台風の被害も受けていま
すので、防災への意識は高いですし、都
道府県別の自主防災会の組織率について
も愛知県が全国トップです。
長坂：NIED としては、実証実験ですの
で、ずっと伴走するというわけにはまい
りません。そのためにも、こうした活動
をコーディネートしていただける組織や
人材にぜひとも支援していただきたいで
すね。愛知県では NPO 愛知ネット、山
古志地区では NPO ながおか生活情報交
流ねっとに協力いただいています。
NIEDも限られたメンバーですので、基
本的には災害類型、あるいは中山間地や
都市といった地域特性も考慮しながら、
また県境にあって広域的な連携が必要と
される地域など、いくつかの条件を設定
して実証実験に取り組んでおります。

―Q：地域の防災力を高めるため、発災
前の地域の取り組みを活性化するツール
として有効だなという印象を持ちまし
た。しかし一方で、例えば今年兵庫県佐
用町で起きたゲリラ豪雨による災害の場

合、1人暮らしのお年寄りや、平屋で水
没しそうな住宅に住んでいる方に民生委
員や自治区長さんが避難を呼びかけるな
どして、役場の避難勧告より 2時間前に
避難行動をとるなど、常日頃からの助け
合いが生きている地域もあります。災害
リスク情報が、発災時の避難行動の判断
材料としてどこまで成り立ちうるのか。
経験を積むためのツールとしては役立つ
と思うのですが、発災後の避難支援、あ
るいは避難生活支援のツールの可能性と
してはどのようにお考えですか。
長坂：例えば、降雨のレーダーの雨量情
報を使って浸水をシミュレーションし、
要援護者救援のボランティアの方々の携
帯に情報を配信して、事前に避難してい
ただくというシステムのプロトタイプを
つくって、神奈川県藤沢市との共同で実
証実験を行っています。要援護者数に対
してどの程度のボランティアが必要か、
昼夜間でどのように異なるのかなどをモ
ニタリングして、対応策を考えていくリ
スクガバナンスの実証実験です。告知端
末などを要援護者宅に配布するというア
プローチもありますが、救助する側に情
報を提供するという考え方も大切で、わ
れわれはそれを提案させていただいてい
ます。ただ、例えば限界集落の場合、コ
ミュニティのガバナンスが機能するのか
という課題もありますので、自助、公助、
そして共助の連携についてあわせて検討
している最中です。
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地域コミュニティの
被害想定と災害リスクシナリオ
地域が受ける被害を、地域自らどう想定し、どう対応するか？

地域防災の向上には、地域コミュニ

ティ自らが、災害によりどのような被

害を受け、それに対して事前からどう

対応するかを考え、実行することが重

要です。

ここでは、災害リスクガバナンスの

視点から、地域主体で行った被害想定

や現状の防災水準の評価、防災マップ

づくり、災害リスクシナリオづくり、

防災ドラマや防災訓練計画づくりと実

施などの実践事例を踏まえて、地域

にあるべき防災戦略について討論しま

す。



第 1部
長岡市山古志地区 竹沢集落の実践と課題
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2．地域コミュニティの被害想定と災害リスクシナリオ
第1部 長岡市山古志地区 竹沢集落の実践と課題
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全村避難というこれ以上の最悪の事態はないと思われた中越地震から

5 年が過ぎ、初めて行うこととなった本格的な防災訓練。竹沢集落の住

民が訓練に先立ち考えた被害想定は？被災地に求められる災害対応のシ

ナリオとは？行政と集落、学校との連絡や連携は？

このような課題に対して取り組んだ実践事例を踏まえ、あるべき地域

防災力向上戦略について討論しました。

■パネリスト
　星野清剛さん

長岡市山古志竹沢区長

　星野 勇 さん
長岡市山古志竹沢副区長

　齋藤 隆 さん 
長岡市山古志支所地域振興課課長

　鈴木康幸さん
長岡市立山古志小学校教頭

　川上 修 さん
NPO法人ながおか生活情報交流ねっと副理事長

■コーディネーター
　長坂俊成

NIEDリスク研究グループ長

■コメンテーター
　坪川博彰

NIED 研究員

新潟県中越地域は、2004 年と 2007 年の 2 回にわたり、大きな地震災害に

見舞われ、特に 2004 年 10 月 23 日に発生した新潟県中越地震では、中山間

地に被害が集中しました。闘牛と錦鯉の里として有名な、当時の古志郡山古志村

は、地形崩壊のために集落をつなぐ道路や、日本の現風景とも呼ばれる美しい棚

田に大きな被害が発生し、村始まって以来の危機に直面しました。高齢化が進む

集落では、孤立を防ぐため、全村住民の一時避難という大きな決断がなされまし

た。

その後、山古志村は全国からの温かい支援にも支えられ、「帰ろう 山古志へ」

を合い言葉に順調に復興が進められ、2005 年 4 月 1 日には、長岡市に編入合

併され今日に至っています。2009 年 10 月 18 日山古志地区では、爽快な秋

空のもと、全住民参加による震災総合訓練が実施されました。

NIED の災害リスク情報プラットフォームプロジェクトは、地域住民の方々、

長岡市、山古志支所の職員の方々、長岡市に本部をおく NPO 法人ながおか生活

情報交流ねっとの方々、NPO 茨城レスキューバイク隊の方々などと連携し、地

域住民主体の防災訓練の計画づくりに取り組みました。

山古志地区には 14 の集落があります。今回プロジェクトが支援して住民によ

るシナリオ作成からドラマづくりまで進められたのは、山古志支所に比較的近い

竹沢集落です。

防災訓練に先立ち、竹沢集落では地域住民が主体となって 3 カ月前から準備

を始め、災害対応シナリオと訓練計画を作成しました。災害対応シナリオづくり

では、各種被害想定の資料やこれまでの震災体験などを踏まえて被害を想定し、

震災が起きた場合に地域の各メンバーがどのように行動するか検討しました。検

討の結果、先の震災後に集落に配備された衛星電話を使って支所と集落が交信を

する災害対応シナリオが作成され、災害直後の住民による安否確認から、地域

の被害情報の集約、そして山古志支所へ情報伝達する訓練計画を立案し、2009

年 10 月 18 日に訓練を実施しました。

これらのシナリオづくりの課程では、集落の地形や避難困難な住民を想定して、

行政が指定した公設避難所以外の自主的な避難場所へ避難することが検討され、

訓練に取り入れられました。また、小学校と中学校で就業中に震災に遭遇した事

を想定し、児童や生徒の安否確認や避難や帰宅などの課題も話し合われ、その結

果、支所と集落学校が、通学路の被害状況を共有し、インターネットの防災地図

を利用し、生徒の帰宅の判断や父兄等への引き渡しなどの訓練が行われました。

長岡市山古志地区 竹沢集落の実践と課題
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こうして作成されたシナリオに基づいて、地元長岡市でアマチュア演劇集団を

主宰している脚本家の高橋直也さんに防災ラジオドラマでの脚本を執筆していた

だきました。作成された脚本は、住民や行政の関係者に届けられ、事実関係に誤

りがないか、不自然な状況がないかなどについて確認され、最終的に修正された

脚本に基づき、FM ながおかのスタジオにおいてラジオドラマの音声収録が行わ

れました。

ドラマの声優には、竹沢集落の星野区長兼自主防災会長、山古志支所の地域振

興課の方々、NPO 法人ながおか生活情報交流ねっとのメンバーや長岡市の市民

劇団の方々にも参加していただき、和気あいあいの雰囲気の中、楽しく収録する

ことができました。『地域発・防災ラジオドラマ in 山古志』は 2009 年 12 月

より FM ながおかをはじめ、全国のいくつかのコミュニティ放送局で順次放送

されています。ドラマの音声ファイルや脚本は、NIED の災害リスク情報プラッ

トフォームプロジェクトのホームページからダウンロードすることもできます。

長岡市は、中越地震の被災後に、孤立集落への災害公報の手段の１つとして、

コミュニティ放送局の FM ながおかの難聴エリア対策を行い、集落に専用のラ

ジオ受信機を数台配備しています。地域発の防災ラジオドラマづくりを通じて平

常時から市民がコミュニティ放送局と交流するということは、災害時のコミュニ

ティ放送による災害放送の重要性を理解するとともに、信頼できる災害情報や被

災生活に有効な生活情報を共有できる仕組みづくりが期待されます。

ドラマの中でも再現されていますが、衛星電話で実際に交信訓練をやってみる

と、電話の声が聞き取りにくかったり、各集落から一斉に連絡が入ると通話がで

きなくなったりするなど、訓練を通じていろいろな課題が浮かび上がりました。

防災ラジオドラマ in 山古志 （竹沢）地震編は、2009 年

12 月 1 ～ 2 日に FM ながおかで放送されました。現在

は NIED の HP から聞くことが可能で、また音声ファイル

や脚本のダウンロードもできます。

被害想定・防災マップづくり・
災害対応シナリオづくり・防災ラジオドラマ制作

http://bosai-drip.jp/etc/radio_drama/nagaoka_yamakoshi.htm

■山古志を語る
長坂：皆さん、こんにちは。NIED では、
災害リスク情報をうまく活用して地域防
災力を高めていく研究に取り組んでいま
す。そのためのさまざまな取り組みや手
法を、全国のいろいろな地域の皆さん方
と一緒に考え、実践しています。
今日は、新潟県長岡市の旧山古志村、
現在の山古志地区竹沢集落の取り組みを
ご紹介します。山古志地区には 14の集
落がありますが、いずれも中山間地で高
齢化が進んでいます。中越地震、中越沖
地震と 2度の被災経験がある地域が、今
後の備えを地域主体でどうやっていけば
よいのか、また行政とはどのように連携
していけばよいのか、あるいは集落を超
えて、長岡市の中でのさまざまな市民協
働のあり方をどのように進めていけばい
いのかといったことについて、一緒に考
えていきたいと思っています。
今回のパネルディスカッションの開催
にあたって、NIED では山古志地区の紹
介ビデオを制作しましたので、まずはご
覧ください。（詳しくは p50 をご参照く
ださい。）
ではまず、竹沢集落の星野区長、星野
副区長に自己紹介を兼ねて山古志や竹沢
の PRをお願いします。それから、山古
志支所の齋藤課長には行政としての防災
への取り組み、山古志小学校教頭の鈴木
先生には防災を含めた学校教育について、
NPO法人ながおか生活情報交流ねっとの
川上さんには、NPOのミッションなどに

ついて、お話しいただきたいと思います。
星野（清）：こんにちは。2008 年から
区長と竹沢集落の自主防災組織の会長を
務めさせていただいております星野清剛
です。先ほどのビデオでおおまかなと
ころはおわかりいただけたと思います
が、山古志地域全体で 65歳以上の比率
が 43％と、非常に高齢化が進んでいま
す。地震の後、山古志から小千谷市や長
岡市に転居された方もいらっしゃいます
ので、若干人口が減り、淋しい部分もあ
りますが、皆様のおかげで、道路などは
もちろんのこと、田んぼや家屋も復活し
ました。また、2009 年からは闘牛場も
リニューアルして、皆様を迎える準備は
できています。
ぜひ山古志を訪ねていただきたいと思
います。よろしくお願いします。
星野（勇）：星野勇です。よろしくお願
いいたします。星野区長と同じ集落で、
副区長を仰せつかっております。
2度の地震を経験して一番感じました
のは、いざ災害というときには、自主防
災と近所付き合いが非常に大事だという
ことです。家族と、身近にいる近所同士
が力を合わせてがんばれば、行政あるい
は自衛隊といった応援が駆け付けるま
で、まずは何とかなると考えています。
山古志は田舎で、それこそ先祖の代から
近所のつながりが深い地域ですから、災
害のときにはお互いが力を出し合うこと
ができ、良い面がたくさんありました。
おそらく都会とは全然違うと思います。
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山古志は過疎地域ですが、人情豊かで、
闘牛が盛んで、泳ぐ宝石 “ 錦鯉 ” の産地
でもあり、文化がたくさんありますので、
どうか皆さん、ぜひ山古志にお出かけく
ださい。
齋藤：長岡市山古志支所の地域振興課長
の齋藤隆と申します。私は実は竹沢集落
で、星野副区長の家の近所に住んでおり、
いつもお世話になっています。今日は、
住民と行政という両方の立場で参加させ
ていただきます。よろしくお願いします。
鈴木：長岡市立山古志小学校の教頭を務
めております鈴木康幸です。まずは山古
志小学校を代表いたしまして、全国の皆
様にお礼を申し上げたいと思います。5
年前、本当に大変な地震に見舞われまし
たけれども、今子供たちは元気にやって
おります。3年前に山古志小学校・中学
校合同の校舎に戻りまして、現在は小学
生が 39 名、中学生が 33 名、計 72 名
が仲良く学校生活を送っています。
教員は人事異動がありますので、5年

も経ってだいぶメンバーが変わり、今は
震災当時を知る職員は1人もおりません。
私も教頭職としてこの４月から赴任した
ばかりで、地震以降、3人目の教頭です。
ただ、さまざまな記録を拝見しますと、
本当に日本中、世界中からご支援いただ
いたことがわかり、感謝の極みを感じて
おるところです。今日も長野県の方が小
学校へりんごを届けに来てくださってい
ますし、ケアハウスに入居されているお
年寄りがいつも手づくりの人形を送って

くださるなど、さまざまな交流が続いて
います。山古志のことを心にかけてくだ
さる方がたくさんいらして、大変ありが
たく思っています。それを受けて、子供
たちも支援してくださった皆さん方に自
分たちの元気をアピールしようと、日々
勉強に運動に励んでいるところです。
今日は学校の立場として、防災などに
ついていろいろお話しさせていただき、
また皆さんからもご意見をいただきたい
と思っています。よろしくお願いします。
川上：NPO 法人ながおか生活情報交流
ねっとの川上修です。本日はよろしくお
願いいたします。地元の方言で、一言で
驚きを表すような活動をするNPOを表
現したいと、愛称を “そいが ”と名付け
ました。市町村合併の関係もあって、8
年前に「行政に対する市民の共同参画」
というテーマに基づいて社会実験を行い
ました。これは、インターネット上で活
動しているWeb の管理者たちと、地域
でいろいろな交流活動をやっている人た
ち―例えば、EM菌使用の畑でのさつま
いも栽培、レンコン掘り、酒米づくりか
ら酒づくりまで、少人数で地域活性化事
業を行う―をマッチングしようという実
験です。インターネットでの情報発信と
うまく結び付けられれば地域活性化につ
ながるのではないかという仮説のもと、
3年間社会実験を行いました。その後 5
年前にこうした生活情報発信の仕組みづ
くりを推進するためにNPOを立ち上げた
ときに、水害、そして地震が起こりました。

そのときに、もともと生活情報を発信
するためにつくったサイトから災害に
関する情報を発信したのですが、これを
きっかけに NPO の活動もいろいろと展
開することになりました。現在は、長岡
市農政課から指定管理者制度で委託を受
け、農業体験施設を運営しています。ハ
ムやベーコン、そば打ちの体験や、市民
農園の管理なども行っています。災害情
報の発信という活動で、NIED とのつな
がりもでき、今日この場に参加させてい
ただきました。

■震災後の防災対策への取り組み
長坂：“そいが ” さんには、ワークショッ
プのコーディネートや、防災ラジオド
ラマづくりでは脚本家や地元の劇団の
方々、FMながおかとの連絡調整など、
日頃のネットワークを生かして、いろい
ろとサポートいただきました。ありがと
うございました。
さて、本日ご来場いただいた皆さんも、
5年前の被災体験、教訓を踏まえて、山
古志がどう変わったのか、画期的な防災
対策をされているのではないか、これを
ぜひ学んで帰ろうと思っていらっしゃる
のではないでしょうか。まずは星野区長
に、山古志地区が地震後の防災対策にど
のように取り組んでこられたのかを伺い
ましょう。
星野（清）：皆さん、さぞかし進んだ防
災対策があるのだろうと期待されている
かもしれませんが、そんなに大それたも

のはないんですよ。災害というのは、と
りあえず初期の段階では自助―つまり自
分の身は自分で守り、そして家族の安全
を確保する。そして共助―コミュニティ
がお互いに助け合うことで、2～ 3日あ
るいは1週間程度なら何とか過ごせると
思います。公助は最後です。5年前、つ
くづくそう思いました。

自主防災組織がもっと早くにできれば
良かったのですが、結成されたのは昨年
です。なぜそんなに時間がかかったのか
と思われる方もいらっしゃるかもしれま
せんが、地震が起きてから家に戻ること
ができたのは、だいたい 2年を過ぎてか
らでした。ようやく家に戻れて、ようや
く落ち着いて、「あれだけ大きな地震が
起きたんだから、もう来ないよ。おれた
ちは一番安全だよ」なんて笑い話もあっ
たくらいだったのですが、その 1年後に
中越沖地震が起きて、やはりひどい被害
に遭いました。立て続けに起きたことも
あって、備えに対してはあまりできてい
なかったというのが現状です。今回の訓
練では、自主防災組織の役員がどう動く
か、そして住民の皆さんの安全や、さら
に助け合いの気持ちも確認することがで
きましたので、大変良い訓練ができたと
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思っています。
長坂：ありがとうございます。では次に、
中越地震を経て、市役所という行政の立
場で、山古志地区の防災対策にどのよう
に取り組んでいらしたのでしょうか。
齋藤：仮設住宅に最後まで残られた方は、
平成19年 12月 31日まで入居されてい
ました。つまり、ようやくご自分の家を
建てて戻られてから、まだ 2年しか経っ
ていないという状況です。山古志では、
14の集落の区長さんがだいたい自主防
災会の会長を兼務されているのですが、
ご自分のことはもちろん、集落の皆さん
の家のことや、田んぼや畑、鯉の養殖の
ことで精いっぱいで、ようやく落ち着い
たのが今年です。地震から5年経った今
年、ようやく防災訓練ができたわけです。
ですから私たち行政も、対策というよ
り、まずは中越地震の際に情報交換が
まったくできていなかったという反省か
らスタートしました。あのときは、有線
の電話はもちろん、携帯電話も不通にな
りましたし、道路は土砂崩れや陥没など
で通れませんでしたから、情報を伝達す
るにはただ歩くしかありませんでした。
そこで、衛星電話を各区長さんに持って
もらおうということで、整備しました。
今回の防災訓練では、衛星電話を使って
支所と集落の情報交換を行いましたが、
使い方がわからない、通話に際しての
ルールの統一がなく混乱した、といった
反省点もありましたので、次の訓練に生
かしたいと思っています。

長坂：ありがとうございます。山古志小
学校では被災後にどのような防災対策に
取り組んでこられましたか。
鈴木：山古志小学校では、震災前から年
に3回の避難訓練を行ってきました。地
震や火事を想定した訓練、あるいは不審
者を想定した訓練なども行っていました。
新潟県で起きた大地震といえば、昭和39
年の新潟地震ですが、それ以降あまり大
きなものはなかったので、意識が薄れて
いた感はありました。しかし、2回も続け
て大地震が起きましたから、今は先生方
も意識を持って訓練に取り組んでいます。

長岡市内のある学校の教頭先生が、5
年前の中越沖地震が起きた時、長岡市内
の小・中学校の教頭先生全員がどのよう
な行動をとったかということをホーム
ページに記録として残されていますが、
かなり混乱した状況であったことがわか
ります。そんな情報も参考にしつつ、訓
練は真剣味を増してきていると思います
が、地域と連携しての避難訓練などはま
だまだこれから、と思っています。
私は今年から山古志小学校に赴任しま
して、その前は山古志の仮設住宅があっ
た地区の青葉台小学校におりました。山
古志には縁が深いと思っています。青葉

台小学校の周辺は比較的被害は少なかっ
たのですが、やはり、地震が起きた時の
子供たちの安全確保、あるいは保護者へ
の引き渡しについては学校職員だけでは
対応できませんから、地震後に地区ごと
の代表の方と連携していこうという体制
づくりを始めました。
ただ、地域内における学校の位置や児
童数、生徒数によって、いろいろなケー
スが考えられると思います。山古志小学
校の生徒たちは、いろいろな地区からス
クールバスで登校してきますから、各地
区から保護者あるいは近所の方などに迎
えに来てもらって集団で送り返すという
システムは難しいでしょう。災害時に子
供たちを安全に地域に帰すにはどうすべ
きか、ということは大きな課題だと思っ
ています。
長坂：場所や時間も含め、被害の規模な
ど、さまざまなケースを考えておく必要
がありますね。
さて、避難訓練といいますと、一般的
には初期消火や救急救命、炊き出しなど
の訓練とメニューが決まっていることが
多いのですが、今回の山古志地区の防災
訓練では、NIED が提案させていただき、
まず住民の方々と行政とが一緒に被害想
定を行い、それに対してどのような対策
や訓練が必要かということを検討して、
それをもとに実際に訓練を行いました。
訓練の前提として、まずは被害を想定
したということについて、どのような感
想をお持ちになったでしょうか。

星野（清）：被害想定と、そこから派生
してどのようなことが地区に起きるかと
いうシナリオについて、NIED から 9～
10 ほど提案していただき、その中から
3つほど選んで訓練計画に盛り込みまし
た。住民の安否確認、地区内・集落内の
情報収集とそれをいかに迅速かつ正確に
支所に伝えることができるか、そしても
うひとつが、前提条件として「大雨の予
報」ということがありましたので、長期
に備えた避難所および食料の確保という
シナリオです。
これらの内容は、地区内の住民には特
に詳しい説明はせず、自主防災組織の役
員だけで共有しました。その時に、半壊
の家屋が 2棟でけが人がそれぞれ 1名
ずつ、要援護者が 2世帯、また道路閉
塞が 1カ所、を想定しました。そして、
マグニチュード 6.8、震度 6強という前
回と同じ規模の地震が発生した、という
ことで訓練を行いました。今回は午前 7
時56分発災で8時からの訓練でしたが、
例えば季節や天候、時間帯によって状況
は違うはずですから、今回の訓練で例え
ば雪や雨が降っていたらそのとおりにで
きたかというと、そのあたりはまだまだ
今後の課題だと思います。
しかしまずは、あらかじめ被害を想定
して訓練を実施したことについては、結
果として良かったと思っています。
星野（勇）：今回は震災後初めての防災
訓練でしたが、住民の皆さんからは、「大
変いいことだ」「これからも定期的にやっ
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てほしい」という声が上がりました。そ
れから、竹沢集落には平らなところはな
くて、みんな傾斜地で棚田や鯉を養殖す
るためのため池になっています。まさに
日本の原風景とも呼ぶべき大変景色の良
いところですが、中越地震が起きた 10
月 23 日は、ちょうど秋の鯉の水揚げ、
品評会があって9割以上のため池がほと
んど空の状態でした。あの池がもし満タ
ンだったら、3倍 4倍もの被害があった
のではないかと思うと、今でもぞっとし
ます。災害はいつあっても困りますが、
たまたまそういう時期であって、やれや
れという心境でした。

■地域防災力向上に向けた取り組みの流れ
長坂：ありがとうございます。伺ってい
ますと、5年前の中越地震の時の被害が
最悪のシナリオだったということまでは
言い切れないわけで、まだまだいろいろ
な状況下での災害リスクの可能性がある
ということですね。
ではここで、被害想定や防災マップづ
くり、災害対応シナリオづくりのワーク
ショップ、さらにはそれをもとにした防
災ラジオドラマの制作など、一連の流れ
を、コメンテーターの坪川さんから説明
してもらいましょう。

坪川：私たちのチームが今回のプロジェ
クトで山古志に入らせていただいたと
き、道路は大変きれいに舗装され、擁
壁 ( ようへき ) も整備され、見違えるよ
うにきれいになっていたのが印象的でし
た。山古志地域は土地の起伏が大きく、
また 14の集落がそれぞれかなり離れて
います。竹沢集落は比較的支所に近いと
はいえ、有楽町から霞が関の官庁街ぐら
いまで歩く感覚で、支所までは結構な距
離があります。また道路もまっすぐでな
くて、くねくねと曲がっているところが
多いです。そんな地理的状況にあって、
災害時にはどのようなことが起こりうる
のかについて、住民や行政の方々と議論
しました。
例えば、最近起きた地震で被害が大き
かったからといって、これからも地震が
山古志にとって一番危ない災害かどうか
はわかりません。この地域全体は地すべ
り地形といって、地震でなくても大雨な
どで地面が動いて崩れるところがありま
す。また、今回の訓練は中越地震と同じ
時期の 10 月 18 日に起こると想定しま
したが、先ほど星野区長からお話があっ
たように、ほかの季節に起きたとしたら、
もっと悲惨な状況になっていたかもしれ
ません。最悪の事態、例えば雪が 2m積
もっているときに地震が起こることを想
定するのは難しいですが、危機的状況を
考える場合、山古志ならではの状況を地
域の皆さんが頭の隅にでも置いておいて
いただくことが重要だと思っています。

防災訓練は、全国各地でさまざま行わ
れていますが、単純に冬の日の夕方とい
う設定でシナリオがつくられているケー
スが多いようです。そこで、今回は平日
の朝 10時ぐらいを設定し、家族が職場
や学校に出かけて、地域にいるのは就学
前の子供とその親、そしてお年寄りだけ
という状態で災害が起きた時にどうする
か、ということから地域の防災活動のあ
り方を考えることになりました。働き手
で一番役に立つ人がいない時に災害が起
きたらどうなるのかを地域で考えておく
ことはとても重要で、そこが災害対応型
のシナリオを考える際に重要なポイント
になります。
今回の山古志の防災訓練は、10月 18
日（日）、朝 7時 56 分に地震が起こる
と設定しました。これまでの山古志での
取り組み、流れについて簡単に整理して
みました（図 1）。
まずは、災害が起きた時にどのような
ことが起こるのかについて、NIEDから 8
つほど状況を設定させていただき皆さん
で議論いただいた結果、重要なものを 3
つに絞り込んでいただきました。今回は、
星野区長からお話がありましたように、
地域の方々の安否確認をしよう、情報収
集をして集落でまとめ、最後に支所に連
絡しようというところまでやりました。
しかし情報を集めるのは、日ごろ顔を見
知っている竹沢の皆さんでもなかなかに
大変です。もしかすると1人か 2人、所
在がわからないという人もいるかもしれ

ません。そういうことも起こりうるとい
うことも踏まえて議論していただき、発
災時の状態を想定しました（図2、4）。
最後に衛星電話で支所に連絡するので
すが、支所には受ける端末が 1台しかあ
りませんから、14 集落から一斉にかけ
てしまうとつながらなくなってしまう。
連絡交信をどうするのかということも、
課題に挙げられました。竹沢集落は上（う
え）地区と下（した）地区の二つに分か
れていて（図 3）、66 世帯 209 人の住
民も集落内2カ所の地区に住んでいます
ので、上、下各地区で情報を取りまとめ、
それを上地区に集約し、最後に支所に連
絡するという段取りにしました。
さらに、防災マップも皆さんで作業し、
情報を共有しながら作成していただきま
した。NIED が開発した e コミマップを
活用して作成した新聞紙ほどの大きさの
地図を用意して、例えば消火栓や防災倉
庫など、どこに何があるのかを書き込ん
で、災害時には誰がどう動くのかといっ
た動線も検討しました。その上で、防災
訓練のシナリオづくりを行いました。こ
うした一連の流れに沿っていろいろな議
論をしていただき、それをベースに台本
をつくりラジオドラマを制作しました。
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プロフィール
山古志地区は、新潟県のほぼ中央に位置する自然豊かな山間の丘陵地で、錦鯉

の養殖や、山の斜面を切り開いて作られた棚田、「牛の角突き」と呼ばれる闘牛

などで有名。種苧原・虫亀・南平・竹沢・東竹沢地区からなる旧山古志村の地域

は、2005 年 4 月に旧長岡市と合併しました。

過去の被災経験
2004（平成 16）年 10 月 23 日 17 時 56 分、新潟県中越地域において、

震源の深さ 13km、マグニチュード 6.8、震度 6 強の地震が発生。多くの箇所

で地すべりが起き、棚田や畑は崩落し、家や牛舎は倒壊、道路は寸断されました。

旧山古志村では 5 名が死亡、339 棟が全壊し、全村避難となりました。その後

もマグニチュード 6.0 以上の余震が 4 回も発生し、本震の 2 カ月後にもマグニ

チュード 5.0 クラスの余震が発生するなど長期にわたりました。仮設住宅での

長い避難生活を経て、2007 年 4 月 1 日にようやく全集落の避難指示が解除さ

れ、住民はようやく村に戻ることができましたが、直後の 2007（平成 19）年

7 月 15 日 10 時 13 分に新潟県中越沖地震が発生。再び震度 6 弱の地震に見

舞われ、被災しました。

新潟中越地震後、復興は急ピッチで進められ、道路など復旧工事はほぼ完了し、

山古志の伝統「牛の角突き」も 2007 年に復活。また地震の朝 3 匹の子犬を産み、

その後無人になった村で子犬を守りながら必死に生きた母犬マリの物語は『山古

志村のマリと三匹の子犬』として映画化されました。

山古志地区のプロフィールと過去の被災経験

木籠集落では、地すべりでせき止めら
れた芋川がダムとなり、集落が水没

今も残る震災の爪痕

※ 2009 年 4 月 1 日現在

人口　1429 人、505 世帯（うち竹沢集落：212 人、140 世帯）
（震災前  人口：2167 人、690 世帯）

面積　39.83km2 高齢化人口比率（65 歳以上）：43%

図 2　発災時の状態（関係者の所在と状況）

図 1　地域防災力向上に向けた、竹沢地区での取り組みの流れ

http://www.youtube.com/watch?v=mz1FYFiIeb4
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図 3　長岡市山古志地区マップ

山古志支所竹沢集落周辺

14 集落の位置関係

図 4　竹沢集落で議論された災害対応シナリオ
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防災ラジオドラマの収録－小さなお子さんも参加

防災訓練―衛星電話で山古志支所に状況報告

地図を使った訓練計画づくり

防災訓練前日に状況付与

負傷者の救出訓練

■災害リスクシナリオワークショップ、地
域発・防災ラジオドラマの制作を体験して
長坂：災害リスクシナリオを作成する
ワークショップでは、例えば、情報班と
か救護班など、あるいは区の役員の方な
ど、地域内で考えうるさまざまな登場人
物を設定して、実際に自分がその役に
なったらどのように考え、対応するかと
いう、ロールプレイングという手法を
使って、検討していただきました。実際
に体験されていかがでしたか。
星野（清）：うちの自主防災組織には、会
長と副会長がいまして、私と星野勇さん
がその任に当たっています。班は、初期
消火、避難誘導、情報伝達、救護の4つ
があるのですが、今回の訓練では火災は
発生しないという設定にしましたので、
初期消火の部分は省きました。ワーク
ショップでは、例えば私が情報伝達班だ
としたら、どういうことを考えて発言す
るかをメモに書いて、それを読み上げて
いくわけです。まぁ、いわば役者になる
わけですから、慣れていないこともあっ
てちょっと地獄のようでしたね（笑）。何
をしているのか、何に役立つのかよくわ
からないままに、では避難誘導班だった
らどうするか、など役を入れ替えて2～
3回やりました。自分は自主防災組織の
会長だ、という頭で凝り固まっていたの
が、ほかの班の人間だったらどうするか
を考えることで、その立場に立った人の
気持ちもわかりますし、後になってみて、
役に立ったなぁと思いました。

訓練では、世帯ごとに家族が避難した
ら、支所から配られた黄色い布を目印
として入口など目立つところに結んでお
く、という計画にしていたのですが、こ
れはほとんどの家庭できちんとやってい
ただきました。ただ、留守の表示でもあ
るわけで、「泥棒が入ったらどうするん
だ」という笑い話にもなりましたけれど
…。しかし、外から見てすぐに安否確認
ができるということは重要ですし、二次
災害も防げますから、良い取り組みだっ
たと思っています。実際の災害時に落
ち着いてやっていただけるかどうかは、
ちょっと心配な部分もありますが…。
長坂：訓練計画づくりの過程においても、
住民と行政の方が一緒に議論していくこ
とはとても大事だと思います。ワーク
ショップなどを通して、平時から関係づ
くりができているといいですね。防災訓
練というのは、時間的・物理的な制約が
ありますし、参加者の制約もありますの
で、事前に災害時にどのようなことが起
こるのか、それに対してどう対応するの
かというシナリオを考えておくことは非
常に重要だと考えています。地域固有の
課題も明らかになりますし、さまざまな
主体の方々が参加されることで、いろい
ろなアイデアも出てきます。それを実際
にできるかどうか訓練を通して検証し、
そこで得られた課題をまた防災活動に反
映させることができれば、地域の防災力
の向上につながるはずです。
今回はこうした取り組みをもとにし
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て、竹沢集落のラジオドラマが完成しま
したが、これについての感想もお聞かせ
ください。
星野（清）：ドラマの中では、私も素人
声優で出演しました。こうしたドラマは
注意喚起になると思っています。あのド
ラマを聴けば、災害時に自分をどう守る
か、あるいは地域をどう守るかというこ
とが即座に理解できる、というわけでは
ないですが、災害が起きた時に自分がど
のような状況に置かれるのか、あるいは
被害に遭った住民や自主防災組織の役員
の言い分、支所の対応などはある程度リ
アルに描かれていますから、災害時に起
こりうることを理解することはできま
す。その部分では非常に役に立つと思っ
ています。それによって被害が防げる、
あるいは減少するかどうかは、聴いた方
の判断だろうと思いますが、ぜひ一度聴
いていただきたいですね。
星野（勇）：私はドラマには出演してい
ませんが、防災訓練の時に、女性がたく
さん参加してくださって、こういう訓練
は今後もぜひやってほしいと言われまし
た。ただ一方で、集まっても何をすると
いう役割がなく、あっけなく終わってし
まったという声も聞かれました。
長坂：若いお母さん方に、また何か別の
ミッションを持って地域の防災活動に参
加していただくという意味では、こうし
たドラマに出演していただくという方法
もありますね。
齋藤：行政の立場で申し上げますと、地

域のより多くの方が、1つの課題に対し
て主体的にかかわりを持つ、ということ
が一番大切だと思っています。それが防
災意識や危機管理意識にもつながってい
くのではないでしょうか。ワークショッ
プやラジオドラマといった今回の取り組
みも、地域の方々が参加されたというこ
とで、良いことだったと思います。
長坂：鈴木先生、これは防災学習のひと
つのコンテンツになりうるでしょうか。
今回のラジオドラマを子供たちが聴いて
感想を述べるとか、あるいは逆に子供た
ちがドラマに参加する、といったことも
考えられると思うのですが。
鈴木：子供たちへの教育の前に、まず学
校職員の対応についてお話ししたいと思
います。山古志小学校でも避難訓練を
行っていますが、学校の避難訓練は往々
にして担当者が想定して計画を立てて、
その範囲でやることが多いです。担当者
が起案して、教頭や校長の指導を受けて
改善してマニュアルをつくっていくわけ
です。まず職員が計画をつくる過程で、
シナリオづくりをやってみるというのは
有効なのではないかと感じました。おそ
らく、それぞれの立場でいろいろな気付
きがあるでしょうし、そのやり取りの中
で、想定外だったこともでてくるのでは
ないでしょうか。良い訓練計画をつくる
ためにも、こうしたワークショップの手
法を取り入れていくことも1つの方法で
はないかと思っています。
それから防災学習の観点からですが、

小学校 5、6年生、中学生ぐらいであれ
ば可能かなと思っています。だいぶ時間
数は減らされましたが、総合的な学習の
時間では中越地震を題材にした学習など
も行っています。しかし、地震や被災の
状況、あるいはたくさんの支援を受けた
ことに対して感謝の気持ちを忘れず、で
は自分たちはどのように生きていくかと
いったことで終わっていますので、防災
への意識を高めさせるためには、もう少
し発展させて取り組む必要があると感じ
ています。子供たちの生きる力をつくる、
ということが文科省の方針ですが、生き
る力というのは「生き延びる力」につな
がりますし、そのためにも想像力、思考
力、判断力が子供たちにも求められてい
ます。その部分を伸ばす意味でも、ワー
クショップやラジオドラマなどはひとつ
の有効な方法かもしれません。
長坂：川上さんには、今回の一連の取り
組みについていろいろとコーディネート
していただきました。シナリオづくりか
ら、脚本家の選定や市民劇団の方々にも
声をかけていただき、最後はご自身で声
優としても参加されました。地域にとっ
てこうした活動が有効かどうか、役に立
つのか、あるいは持続的に展開していく
には何が必要かといった視点からコメン
トいただけますでしょうか。
川上：街を歩いている人にいきなり「防
災ラジオドラマを作りませんか？」と
言っても誰も協力してくれないでしょ
う。今日のテーマでもありますが、「自

治と絆」、平時に関係者とどのように絆
をつくっておけるかが、非常に大事だと
思います。
今回さまざまな形でバックアップさせ
ていただきましたが、いざラジオドラマ
を制作する段になったら、竹沢からは星
野区長お 1人のみの参加で、ほかに声
優がいない。さぁ困った、どうしようと
考えた時に、やはりこれまで一緒に地域
活性化のために活動してきたメンバーか
ら、その絆から人選しました。脚本は、
市民劇団を主宰していた高橋直也さんし
か思い浮かびませんでした。われわれの
インターネットサイトで彼らの劇団の公
演情報などを発信していた経緯もありま
したので、すぐに電話をしたところ快く
引き受けてくれました。星野区長、セミ
プロ劇団の方々、支所の方々と私を含め
NPO の素人メンバーという実に多彩な
声優陣で収録しました。
ワークショップでは演じることが苦痛
だったという話がありましたが、収録の
現場では、1人ひとりがどんどんその役
に入り込んで熱演していましたから、楽
しかったですね。シナリオも標準語では
なく方言をふんだんに使っていましたか
ら、しゃべりやすかったこともあります。
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やはり方言は地元のシナリオライターで
ないと書けませんね。それを演じるのも
地元の人間ですから、山古志ならではの
ラジオドラマに仕上がったと思います。
そういう意味でも、非常に楽しかったし
有効だったのではないでしょうか。
長坂：今日は会場にお越しいただけませ
んでしたが、今回脚本を書かれた高橋さ
んからビデオメッセージをいただいてい
ますので、ご覧ください。

ビデオメッセージ
高橋直也さん（脚本家）
演じる人たちが初めて顔を合わせて、私

が演出して、それを 1～ 2時間で収録する、

という話を聞いた時には、無理があるんじゃ

ないか、恥ずかしがって皆さんちゃんと演

じてくれないんじゃないかと心配でした。

でもマイクの前で、皆さん一生懸命で、役

になり切ろうという気持ちが声に出ていま

した。作品としては、私の予想をはるかに

超えて、誰が経験者で誰が素人なのかわか

らないほどの出来栄えで、レベルの高いも

のになったと思います。

「助けてくれー！」の一言でも、思いが非

常に伝わってきます。一緒に演じた、大声

を出し合った、同じ空間を共有したという

だけで、皆さんの距離がぐっと縮まったよ

うな感じがしました。興味を持った方に集

まってもらって、役を演じてもらうという

このラジオドラマづくりは、コミュニティ

にも役立つものになると思います。

長坂：演劇の場合、ある種の芸術性が求
められますし、起承転結があります。し
かし防災ラジオドラマにはそういうもの
がありませんから、高橋さんもかなりと
まどわれたそうですが、素晴らしい脚本
を書いていただきました。川上さんが言
われたように、こうした人的なネット
ワークも含めて、地域で持続的に取り組
んでいただければありがたいですね。

■地区自治のあり方を考える
長坂：今日は「地区自治」をテーマにし
ましたが、防災について考えますと、自
主防災会や自主防災組織だけで考えてい
てはなかなか問題解決に至りません。例
えば、山古志小学校では生徒はスクール
バスで通っていますが、災害時にはバス
の運行をどうするのか。福祉や環境、交
通のあり方、あるいは防災も含めた地域
のさまざまな課題について、それぞれの
地域での「地区自治」という考え方のも
とで進めていくことが大切なのではない
かと考えています。これについて、いか
がでしょうか。
星野（清）：非常に難しい問題ですね。
山古志の集落については、区長は長岡
市から委嘱された非常勤の嘱託員です。
地域の住民としては自主的な取り組みが
できますが、市の行政にどれだけかかわ
れるかという部分になると、委嘱されて
いる部分しかできない。あるいはそれ以
上のことを、例えば「これをやりたい」
と行政に提言するとしても、区長や役員

の気持ちだけでなく、住民の皆さんがど
れだけ気持ちを持ってかかわってくれる
かどうかにかかっています。自主的な自
治ということになれば、当然経費も必要
です。自主防災含め、住民のための自治
については町内会費などでもできます
が、これを超えてという部分については
検討が必要だと思います。
長坂：齋藤さん、行政の立場としていか
がでしょうか。
齋藤：星野区長が言われたとおり、非常
に難しい部分はあると思います。

例えば、山古志地区の道路は、以前は
山古志村でしたから村道でしたが、現在
は長岡市の市道です。でも家の周りを走っ
ている道路について、市道なのだから掃
除は市でやってくれ、とは言わないです
よね。どこまでが行政の仕事で、どこま
でが住民の仕事の範囲なのかを決めるの
は難しいし、それを業にするとなるとま
た違ってきます。すべてを地区自治でま
かなえるかといえばそうでもない。どこ
まで地区自治の範囲なのかということに
ついては、そこに派生する経済的活動も
含めて、お互いに検討が必要でしょう。
しかし、世の中が地区自治の方向に向い
ているということは、実感しています。

長坂：ありがとうございます。もし就学
中に被災して、道路が途絶して帰れな
い、保護者が迎えに来られないという場
合の対応はどのように考えられているの
でしょうか。学校、行政と住民のそれぞ
れの自治と協働という視点から、コメン
トいただけますでしょうか。
鈴木：5年前の中越地震は土曜日の夕方
でしたし、2年前の中越沖は海の日の休
みの日でした。学校で被災せずに良かっ
たなと思っていますが、逆に学校にいる
ときに大規模な地震が起こったらどのよ
うに対応できるかということは、大きな
課題です。子供たちの安全をしっかり確
保するというのは当然の責務ですから、
まずは職員一丸となってそれに当たると
思います。
それから情報がどこまで把握できる
か、あるいは発信できるかも大きな問題
ですね。5年前の地震の時は青葉台小学
校に勤務していましたが、3日ほど安否
がわからなかった児童がいました。結局、
親御さんと関西に旅行に行っていたこと
が後でわかりましたが、休みの日の生徒
の行動を学校がどこまで管理把握できる
か、ということですね。しかし、今回の
ドラマの脚本にあったように、「うちの
子供はどうしているだろう」という保護
者の切実な思いはありますから、学校で
被災した場合の情報伝達はしっかりでき
るようにしておきたいと思います。
今度の訓練でも、夜遅くなっても保護
者がなかなか迎えに来られないというこ
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とも想定して行いますが、実際にどこま
でできるかは暗中模索です。行政や保護
者にも期待しています。
長坂：期待されている行政の立場はいか
がでしょうか。支所には備蓄はあります
か？

齋藤：備蓄はありません。基本的にはい
らないと思っています。山古志の人口は
1300 ～ 1400 人ほどです。中越地震の
時には、自衛隊が食料を投下するかどう
か当時の村長に相談したのですが、それ
よりも余震もひどくて家も崩れかけてい
るので、この傾斜地からの避難が先だと
いうことで、投下はしませんでした。都
市部はともかく、山古志ぐらいの規模、
1万人に満たないような規模のところで
あれば、国がどうにかするのが当然だと
思っています。長岡市にも、おそらく備
蓄はないと思います。
長坂：国に絶大な信頼を置いて、必ず物
資は来る、そして最悪の場合は全村避難
させてくれるだろうということですね。
星野区長は、学校と行政と集落との連携
についてどのようにお考えですか。
星野（清）：山古志には、全世帯が会費を
納めて学校の子供たちの活動に役立てる
学校後援会という組織があります。しか
し、災害時に子供たちをどう支援するか

というところまで話を詰めているわけで
はありません。ただ、道路閉塞が起こっ
て一時的、あるいは1～ 2日帰れない、
保護者からの迎えも期待できない状況に
なったら、食べ物はどうするのか。山古
志はお米もつくっていますし、畑に行け
ば野菜もある。プロパンですからガスが
使えれば、例えば生徒 30人分で1人当
たりおにぎり2～ 3個といった炊き出し
なり援助は可能だと思います。大都市で
は難しいので備蓄は必要かもしれません
が、山古志では、特に備蓄がなくても、2
～ 3日程度自分たちが食べられますし、
あるいは学校にも協力できると思います。
長坂：ありがとうございます。やはり地
区自治や市民協働のあり方は、都市部と
中山間地域では違う、というご指摘だっ
たと思います。
ではここで会場からのご質問も受けた
いと思います。

―Q：山古志では、防災に関する年間計
画やプログラムはつくっていますでしょ
うか？また水の使い方についてルールな
どは決めていますか？
齋藤：山古志はよく陸の孤島といわれま
した。今でも平均 3m程度の積雪になり
ますし、多い時は 6mということもあり
ました。つまり、自然と闘ってきたのが
山古志の歴史なんです。ですから、雪が
どんなに降っても絶対に負けないぞとい
う思いがある。地震も自然災害です。人
為的に起こったのであれば山古志の人間

もへこたれたかもしれませんが、自然が
起こしたことですから割り切れる。おそ
らく、都市部の方々とは生きる土台が違
うのだろうと思います。ですから、年間
の計画もプログラムも特にありません。
先日、防災訓練の反省会をやりましたが、
皆さん、もしまた地震が起こっても自分
たちだったらやれる、と言っていました。
だから計画がなくてよい、ということで
はありませんが、気概、気持ちは持って
いるということです。
それから、水は絶対に必要です。山古
志には湧水もありますから、水は何とか
確保できると思っています。中越、中越
沖地震の時は、柏崎市内のいわゆる都市
部でも断水で大変でしたが、山古志では
水が不足してしょうがないという状態に
はならないでしょう。
星野（清）：平常時からの地域のコミュ
ニティのつながりも大きいと思います。
集落内のどこに誰が住んでいて、例えば
高齢である、体が弱いなどがわかる地域
ですから、都市部のように、隣は何をす
る人ぞ、という地域とは違います。そこ
は山古志という地域の独自性だと思いま
す。ですから、齋藤課長が言われるよう
に「この次起こっても何とかやれる」と
いう住民の気持ちにもつながっているの
だと思います。
―Q：最近山古志を訪れましたが、「帰
ろう 山古志へ」というメッセージが刻
まれた記念碑があって、必ずここに戻っ
てこようという皆さんのパワーを感じま

した。大きな災害に見舞われて、いろい
ろな意味で「元に戻す」ということは大
変だったと思うのですが、何かひとつエ
ピソードをお聞かせいただけますか。
齋藤：これまで住んでいた地域に皆さん
戻りたいし、前の生活を取り戻したいと
思います。行政としては、1人でも多く
の方に戻っていただけるよう努力はしま
したが、戻すという作業をしなくても戻
るべくして戻られた、と思っています。
今ようやく7割ぐらいの方が戻られたの
ではないでしょうか。
星野（清）：山古志支所の青木支所長が
よく言われるのですが、「ここに戻って
きた人は死に場所を求めてきたんだ、生
まれたところで死にたいから戻ってき
た」と。生には必ず終わりがありますか
ら、自分の終焉の地をここに求めようと
した人たちが戻ってきた。ただ、地盤改
造も含めて何百万、何千万もかけて家を
建て直すというのは経済的にも大変です
から、戻りたくても戻れなかった方もい
らっしゃいます。
長坂：ありがとうございました。次のパ
ネルディスカッションは都市型ともいえ
る藤沢市鵠沼海岸5丁目の事例をご紹介
します。都市型と中山間型ということで、
また意見交換が継続できればと思ってい
ます。
では、第一部の山古志のパネルディス
カッションはこれで終わりたいと思いま
す。パネリストの方々、どうもありがと
うございました。（拍手）
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第 2部
藤沢市鵠沼地区鵠沼海岸 5丁目の実践と課題

大型の台風の襲来や頻発するいわゆる「ゲリラ豪雨」、迫りくる大地

震に対し、町内会として自主的に備えなければならない都市型地域。平

日の昼間にベッドタウンを襲う災害リスクとは？要援護者の安否確認や

避難誘導は？指定避難所の役割は？学区など町内会を越えた広域的な連

携の仕組みづくりは？

このような課題に対して取り組んだ実践事例を踏まえ、あるべき地域

防災力向上戦略について検討します。

■パネリスト
　佐藤俊平さん

藤沢市鵠沼海岸 5丁目在住

　大田哲夫さん
鵠沼中学校地区防災連絡協議会監事、民生委員

　新倉孝幸さん 
藤沢市総務部災害対策課課長補佐

　水島 孝 さん
市民劇団脚本家

■コーディネーター
　長坂俊成

NIEDリスク研究グループ長

■コメンテーター
　坪川博彰

NIED 研究員

神奈川県藤沢市は、湘南の中心地に位置し、首都圏のベッドタウンとしても発

達している人口約 41 万の都市です。多くの文豪や文化人が自宅や別荘を構えた

場所として知られ、温暖な気候と美しい海岸線から、古くから人々に親しまれて

いる街です。江ノ島と湘南海岸を中心とする観光資源は藤沢市民の大きな財産と

なっています。

今回、ここ鵠沼地区の西部にあたる鵠沼海岸 5 丁目町内会では、地域の災害

リスクシナリオを住民主体で検討し、その結果がラジオドラマになりました。鵠

沼海岸 5 丁目は、760 世帯、人口 1900 人弱が居住しています。町内会では、

自主防災組織はまだほとんど活動しておらず、また指定避難所である鵠南小学校

を利用する鵠沼海岸一帯の町内会の連合組織も連携ができていない状態でした。

単一町内会で災害時に何ができるか、高齢者をはじめとする災害時要援護者を地

域の手で支援できるのか、普段付き合いの少ないマンション住民と戸建て住民と

が協力して災害に立ち向かえるのか、全国の町内会自治会で同様の課題を抱えて

いるところは多いと思います。

災害シナリオは町内会主催によるシナリオワークショップで議論されました。

ワークショップは町内のほぼ中心に位置する鵠沼伏見稲荷神社の集会所で開催さ

れ、地域で懸念される災害の理解から始まり、地域の防災資源の確認を経て、実

際に災害が起きた時にどのように対応していくかを時間に沿って整理する作業が

行われました。藤沢市というと相模湾に面していることから、地震や津波の危険

も気になるところです。

今を去ること 86 年前、1923 年 9 月 1 日に相模湾が震源の巨大地震が発生

しました。死者およそ 10 万人という未曾有の被害を引き起こした地震は後に関

東大震災と呼ばれ、わが国の災害史上最大の被害をもたらすものとなりました。

鵠沼海岸 5 丁目では、まず地域に発生しうる災害の種類や内容について、町内

会役員や住民の方々に NIED 研究員を交えて議論を行い、プレート境界型の大地

震の脅威もさることながら、昨今頻発しているゲリラ豪雨と呼ばれる局所的な集

中豪雨の危険の方が現実的な課題として優先すべきである、という結論になりま

した。

その背景には、鵠沼海岸５丁目地区が2004年の台風22号に伴う洪水で床上・

床下浸水を経験した、という点があります。町内中央には南北に貫いて流れる引

地川があり、これは住民に親しまれる自然資源であると同時に災害時には脅威と

なる存在となっています。引地川の氾濫こそありませんでしたが、排水処理能力

を超えた雨水により、住宅や自動車に浸水被害を経験しています。

藤沢市鵠沼地区鵠沼海岸 5丁目の実践と課題
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さらに藤沢市が 2009 年に公表した水害ハザードマップでこの地区が浸水被

害の想定区域に指定されていることも重要な点です。シナリオづくりのワーク

ショップに先立ち、浸水時の写真や現在の状況写真などの 100 近い情報を住民

自ら収集し、インターネット上に設けたサイトに情報を集約共有しました。

これらを踏まえた上で、ワークショップでは、自主避難の場所やルート、避難

のタイミング、要援護者の避難指導のあり方などについて、さまざまな角度から

議論されました。ワークショップで議論された結果に基づき、藤沢市に本部を置

く NPO 法人藤沢災害救援ボランティアネットワーク（FSV）の協力でドラマ

の脚本に仕立てられ、地域に台風が襲来し、深刻な水害被害が発生する中、住民

の協力と工夫で災害に立ち向かっていく様子が描かれました。

ドラマは町内会での事前対策の話し合いのシーンから始まり、災害時の対応や

災害後の後始末まで含まれる 3 部の構成になっています。ドラマの収録に当たっ

ては鵠沼海岸 5 丁目の町内会の住民の皆さん多数が参加され、楽しい雰囲気で

順調に進められ、非常に迫力のある物語ができ上がりました。

藤沢市内では、鵠沼海岸 5 丁目町内会に先立ち、2008 年度に市立鵠沼中学

校を避難所とする地区の防災連絡協議会主催によるシナリオワークショップで作

成された地震災害シナリオに基づき、全 8 話からなる避難所ドラマが作成され

ています。この鵠沼中学校を舞台とする避難所運営のドラマは中学校の生徒が

ホームルームで聞き、その感想文は地域にプレゼントされました。中学生にも地

域の防災に関心を持ってもらい、住民も中学生の目線で地域の防災力を再点検す

る活動につながることが期待されます。

防災ラジオドラマ in 藤沢 鵠沼海岸 5 丁目町内会 水害編

は、2009 年 10 月 1、15、29 日にレディオ湘南で放

送されました。現在は NIED の HP から聞くことが可能で、

また音声ファイルや脚本のダウンロードもできます。

被害想定・防災マップづくり・
災害対応シナリオづくり・防災ラジオドラマ制作

http://bosai-drip.jp/etc/radio_drama/fujisawa_kuge5.htm

■藤沢市鵠沼地区を語る
長坂：第二部では、藤沢市鵠沼地区鵠沼
海岸 5丁目の取り組みについて、皆さん
と共に話し合いたいと思います。まずは
紹介ビデオをご覧いただきました。
鵠沼海岸5丁目は人口1866人と、山古
志地域全体よりも人口規模は大きい地域で
す。この地域では、水害のリスクについて
検討しました。台風やゲリラ豪雨による内
水氾濫のリスクに地域でどう立ち向かって
いくかということについて、マップづくりや、
災害リスクシナリオづくりのワークショッ
プを行って、防災ラジオドラマも制作しま
した。まずは、一連の取り組みの流れを
坪川コメンテーターから説明してもらいま
しょう。
坪川：第一部の山古志地域では、震災
後 5年経って 2009 年の 10 月 18 日に
防災訓練を行うというスケジュールが決
まっていて、これが地域住民が災害や防
災活動について改めて考えるきっかけに
もなりました。しかし、鵠沼海岸 5丁目
はきっかけがあったのではなく、もとも
と地域の方々が防災マップづくりを行っ
ていたという経緯があります。藤沢市に
本部を置く NPO 法人藤沢災害救援ボラ
ンティアネットワークが主導で、NIED
が技術的な協力をさせていただき、皆
さんで地域の防災マップをつくられまし
た。防災マップは、NIED が開発した e
コミマップの仕組みを使ってWeb 上で
情報を共有するもので、例えば、ここに
マンホールがある、この側溝はよく詰ま

るといった情報を、自分たちで調査して
マップに入力していくという作業です。
その延長線上で、実際の災害時の対応を
考えようということからスタートしまし
た（図 1、2）。
鵠沼海岸5丁目の地盤は砂地で非常に
軟らかいので、地震が起きたら液状化する
だろうことは誰もが考えます。しかも地区
の中心には川が流れていますし、南の海か
らは津波が来るかもしれない、非常に災害
リスクの高い地域です。神奈川県のこの地
域は、東海地震を含めさまざまな地震が予
見されていますが、南関東の地震が起きる
にはまだ時間的な猶予があるだろうという
ことは、皆さんもご存じだろうと思います。
これに対して、台風やゲリラ豪雨は毎年
のように起こる可能性があります。加えて
この地域は、2004年に水害を経験してい
まして、今日登壇いただいている佐藤さん
のお宅も含めて、床上や床下浸水の経験
をされている住民がいらっしゃいます。い
つ起こっても不思議ではない災害というこ
とで、まず水害について議論しようという
ことになりました。2009年 7月に災害シ
ナリオづくりのワークショップを行いまし
たが、地震と水害では決定的な違いがあり
ます。それは、地震はいきなり起きますが、
水害はいきなりは起こらないということで
す。
今回は、台風が来るのでこれから48時

間以内にかなり雨が降りそうだ、というこ
とを前提条件として議論しました。水害は
準備ができますから、まずは準備の段階で



B
O

SA
I D

R
IP

66

2．地域コミュニティの被害想定と災害リスクシナリオ
第2部 藤沢市鵠沼地区鵠沼海岸5丁目の実践と課題

B
O

SA
I D

R
IP

67

のシナリオを作成してみました（図4）。で
き上がったドラマを聴いていただくとわか
りますが、例えばいくら言っても避難しな
い頑固なお年寄りが登場します。極めて重
要なテーマで、これは皆さんの地域でも起
こりうる話です。
鵠沼と山古志の大きな違いは、地域の
方々全員が顔見知りではない、ということ
です。5丁目町内会では防災に関する活動
をしていますが、それも一部の方々で、5
丁目でも、こうした取り組みを知らない方
がたくさんいらっしゃいます。そこで、5
丁目町内会では「防災だより」を発行した
り、アンケート調査を行うなど、まずは町
内のより多くの方々と一緒に地域の防災活
動を進めていく努力を積極的にされていま
す。
長坂：ありがとうございます。それでは、
まずは自己紹介と、防災にかかわらず地
域での取り組みや課題、またそれぞれの
立場でどのように地域にかかわってい
らっしゃるかということについてお話し
いただけますでしょうか。
佐藤：今日は 5丁目町内会の会長代理
人ということで参加させていただきまし
た、佐藤俊平と申します。5丁目町内会
でも防災について住民が協力して話し
合っていこうということで、まずは有
志が自主的に参加して、今回のワーク
ショップやドラマづくりなどにかかわり
ました。
山古志と違って鵠沼海岸は住民も多く、
戸建住宅のほかにマンションもたくさんあ

ります。どこにどういう方が住んでいらっ
しゃるのか、町内会に入っていない方もた
くさんいるので、町内会ですべてを把握し
ているわけではありません。ですから、今
回の防災活動を含めて、さまざまな行事に
ついても、興味がないと思っている方はほ
とんど参加されません。町内パトロールな
どを含め、交通や環境、防犯といった班分
けもしていろいろと活動していますが、重
複して参加する方もいらっしゃるような状
況です。常時集まる方は40人程度、総会
の時でも100人ほどだと思います。
私はこの町内で生まれて56年ここで生
活していますが、ずいぶんと住宅が増えた
なという実感があります。
長坂：ありがとうございます。では大田
さん、お願いします。
大田：大田です、よろしくお願いします。
鵠沼地区は南北に長い土地で、面積が
5.5km2、人口がだいたい 5 万 4000 人
ほどですから、1km2 当たり 1万人とい
う人口過密地域です。私が住んでいるの
は 5丁目からさらに北に 2kmぐらいの
ところで標高も高いので、水害の心配は
あまりなくて、心配なのはやはり地震で
す。
私は民生委員であり、また鵠沼地区防災
協議役員です。そのほかに、町内会の防災
部長や、町内会が集まる鵠沼地区自治会
連合会の役員もやっています。また、先ほ
ど坪川さんのお話に出ましたNPO法人藤
沢災害救援ボランティアネットワークの役
員もやっています。なぜこんなにやってい

るのかといいますと、要するに人手が足り
ないんですよ。
民生委員ですから要援護者の問題には

かかわらなければなりません。それと共に
避難所の運営という問題も避けて通れませ
ん。鵠沼中学校は11の町内会の指定避難
所になっていますが、災害時にどのように
避難所を開設して運営していくのか、そん
なこともいろいろと協議しています。
長坂：鵠沼地区には民生委員は何名い
らっしゃるのですか。
大田：今は 76 人ほどだと思います。し
かし人口も多いですから、1人がだいた
い 300 ～ 350 世帯を受け持つことにな
ります。高齢化率は 25% ほどですが、
民生委員に与えられている情報は高齢
者だけで、65 歳以上の独り住まいと 75
歳以上の高齢者世帯が中心です。この地
域にも障がいを持った方や外国人もい
らっしゃるわけですが、その情報は持っ
ていません。ですから災害時には、要援
護者はもっと多くなると思っています。
長坂：障がいをお持ちだとか、在宅で医
療を受けておられるような方について
は、情報を把握されていないということ
ですね。
大田：例えば、寝たきりの方でも介護対
象ではなくて、医療対象になってしまう
ケースもありますので、民生委員が把握
できている情報は非常に限られていま
す。だからこそ、一番大事なのは隣近所
のお付き合いです。山古志の方々はどこ
に誰が住んでいてどんな家族構成かもほ

とんどわかっていらっしゃると思うので
すが、鵠沼のように人口が多くなります
と、自分のこと以外には無関心という人
がけっこういます。そういう世帯が非常
に増えています。
鵠沼という所は温暖で風光明媚で、皇
室をはじめとして別荘地として名高いとこ
ろでした。昔の別荘などは、1000坪から
1500坪もあって、軍人や財界人が住んで
いるような屋敷でしたから、買い物は御用
聞きがやってくる。隣近所の付き合いがな
くても生きていけるわけです。そういう風
土が残っているし、またそれがいいといっ
て鵠沼に住む方もいる。鵠沼ブランドに憧
れて若い人たちもやってくる。いまだに人
口は増えています。非常に人間関係が希薄
な地域でもあると思います。そういう意味
では、良い面も悪い面もありますね。
長坂：山古志とはまた、社会構造や人間
関係、文化がだいぶ違うようですね。そ
のあたりも踏まえて、藤沢市としての防
災対策や課題などについてお話しいただ
きたいと思います。
新倉：藤沢市災害対策課の新倉孝幸と申
します。確かに、海に面した鵠沼地区に
ついてはあまり近所とのかかわりを好ま
ない方も多いようですが、北西部の農村
地帯に行きますと、まだまだ昔ながらの
濃密な人間関係を保っている地域もあり
ます。農村部では、例えば行事ひとつに
しても、地域全体で盛り上げてやってい
くという意識ですので、そういった地域
は災害に対しても山古志の皆さんと同じ
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ように、自分たちはだいじょうぶだとい
う気概を持っていらっしゃる方が多いよ
うに思います。藤沢市は南北に長いので、
風土も異なるものがあると感じています
し、2つの性格を持った都市といえると
思います。
先ほど大田さんから要援護者の話が出ま

したが、これは市の課題でもあります。市
は情報を持っていますが、プライバシーの
こともあって住民の方にはお知らせできま
せん。災害時にはそのあたりをどうクリア
できるか、ということを考えながら、少し
ずつ前に進めていきたいと思っています。
長坂：水島さんには、今回ドラマの脚本
づくりを担当していただきました。その
感想やご自身の活動についてお聞かせく
ださい。
水島：水島孝と申します。肩書きに脚本
家とたいそうに書かれて、ちょっとびっ
くりしていますが、実は私は鎌倉市役所
の職員でした。その傍ら、若いころはよ
く脚本を書いていて、自作自演なども
やっていました。30 歳代のころに、60
歳以上の老人劇団をつくろうとお年寄り
たちに声をかけて立ち上げ、現在でも、
鎌倉市民劇場という劇団を主宰していま
す。しかし私ももう 65 歳になり、立ち
上げ当時の最年長だった人と同じ歳に
なってしまいました。
私としては脚本を書くというより、お年
寄りたちの人生そのものをいただいて、そ
れを表していこうという気持ちで活動を続
けてきました。しかし当初は若造でしたか

ら、雑用係として皆さんに鍛えていただき
ました。人に頼まれると嫌と言えない性格
でして、鎌倉市に勤めていた私が、今藤
沢市のお手伝いをし、そしてNIEDの皆さ
んの活動に取り込まれて、そのまま絡みと
られてしまったという感じです（笑）。です
から、脚本をしっかりと勉強してつくり上
げてきたという本来の脚本家とはちょっと
違って、非常に融通のきく、いわゆる座付
作家という立場です。
地域発の防災ドラマには地域の方々が
参加してくださるわけですが、人数や男女
の比、役割もどうなるかわかりませんから、
誰がどう参加しても当てはまるように、柔
軟な考え方で書いています。脚本家が自分
の作品として発表するようなものではなく、
地域の特性や地名の由来などもをきちんと
押さえて、地域の人たちに合わせたものと
してつくっています。そうすれば、自分た
ちの住んでいる地域をイメージした台詞に
なりますから、住民の皆さんもすんなりド
ラマに入っていただけると思っています。

プロフィール
鵠沼地区は、太平洋に面した湘南エリアの中心に位置する風光明媚な土地柄で、

古くから別荘地としても知られており、また海水浴や海のレジャーを楽しむ多くの

人が集まる観光スポットでもあります。境川と引地川という 2 つの川に挟まれた

エリアで、鵠沼海岸 5 丁目の西側に沿って引地川が流れ、相模湾に注いでいます。

過去の被災経験
引地川は大水が出るたびに氾濫した歴史を持っています。昭和初期に河川改修

が施され、現在の河道になりましたが、その後も人口急増などに伴って開発が進

んだこともあって、流域の保水や遊水機能が減少して多くの水害が発生していま

した。これを解消するため、上流の湘南大庭地区に大庭遊水地が整備されました。

しかしその後も台風や集中豪雨などによる浸水被害は起こっています。2004

年 10 月に襲来した台風 22 号では、藤沢市全体で床上浸水 311 戸、床下浸水

148 戸の被害が発生し、鵠沼海岸 5 丁目でも床上 6 戸、床下 5 戸の被害とな

りました。この台風は、1958 年に全国的に大きな被害をもたらした狩野川台

風とよく似たコースをたどりました。このときの水害は内水氾濫でしたが、藤沢

市の洪水ハザードマップや津波ハザードマップによれば、災害時には浸水危険や

道路冠水などによる被害が想定されている地域です。NIED では、藤沢市と共同

で、実時間浸水危険度予測システム（あめリスクナウ）や水害痕跡調査など、災

害時のリスク情報を提供して市民の防災活動に活用していただくための実証実験

を行っています。

鵠沼地区のプロフィールと過去の被災経験

住民が撮影した 2004 年の浸水状況 聞き取り調査で浸水位置を確認
（水害痕跡調査）

※ 2010 年 3 月 1 日現在

人口　5 万 4438 人、2 万 3158 世帯（うち鵠沼海岸 5 丁目：1871 人、766 世帯）

面積　5.55km2 高齢化人口比率（65 歳以上）：21%

http://www.youtube.com/watch?v=JcGkv409FBA
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図 2　e コミマップを使った鵠沼海岸 5 丁目のリスク情報の共有化

図 1　地域防災力向上に向けた、鵠沼海岸 5 丁目での取り組みの流れ

図 3　藤沢市鵠沼海岸 5 丁目マップ

鵠沼海岸 5 丁目とその周辺

鵠沼海岸 5 丁目の関係
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図 4　鵠沼海岸 5 丁目で議論された災害対応シナリオ 収録を終えて、レディオ湘南前で記念撮影

災害対応シナリオワークショップ

脚本家の水島孝さん（右）が演技指導

いざ本番！－防災ラジオドラマの収録
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■鵠沼海岸 5丁目の取り組みについて
長坂：では、鵠沼海岸 5丁目のさまざま
な取り組みについて話を伺いたいと思い
ます。5丁目町内会には自主防災組織は
あるのでしょうか。
佐藤：これまではありませんでしたが、
今回の取り組みをきっかけに、組織しよ
うということで話が盛り上がり、今は
30名ほどがメンバーに入っています。
長坂：今回、マップづくりやワークショッ
プなどを体験されて、感想はいかがでし
たか。
佐藤：防災マップづくりは初めての経験
でした。市からハザードマップは配布さ
れていましたがあまり記憶になくて、今
回のマップづくりで改めて思い出したよ
うな状況です。2004 年の水害の時の写
真を探したり、皆で話し合っているうち
に、マップづくりについてのイメージが
湧いてきました。NIED にもだいぶ協力
していただきましたが、集まった写真を
Web 上にアップして、皆で情報を共有
することもできました。
長坂：佐藤さんのご自宅は浸水されたの
ですか？
佐藤：床下浸水でした。町内では、床上
も 5～ 6軒あったようです。

長坂：新倉さん、災害の被災履歴、被災
実績などについては、例えば地図などで
住民に公開しているのでしょうか。
新倉：災害の都度ではありませんし、ま
た土地の売買に当たっては、過去にあっ
た災害履歴などは公表しなければならな
いそうですので、ピンポイントでの公開
は個人情報の観点もあって難しいです
ね。平成 15、16 年の台風による浸水に
ついては、床上や床下浸水の被害に遭わ
れただいたいのエリアは公表しています
が、番地番号までは提供していません。
災害のり災証明を取りたいという希望に
ついては、都度調べてお知らせしていま
す。
長坂：そうしますと、被害実績について
住民が情報を持ち寄って、町内で共有し
たというのは、5丁目が初めてできたと
いうことでしょうか。
新倉：そうだと思います。写真を見て初
めて被害の状況がわかったと言う方もい
ましたし、例えばマンションでは 2階以
上に住んでいる方は水害の意識はないと
思いますから、少しでもこのような形で
共有できたことは良かったと思います。
長坂：今回は住民の方々が自ら災害対応
のシナリオをつくったわけですが、市で
は洪水ハザードマップなどは利用された
のでしょうか。全戸配布されたと聞いて
いますが、配布された時点で、町内で話
し合いなどは持たれなかったのでしょう
か。
佐藤：特に会合や話し合いなどはありま

せんでしたね。近所で話題にはなりまし
たが。
長坂：市としては、こうしたハザードマッ
プのコンテンツや提供の仕方としてどう
考えていらっしゃいますか。
新倉：今、実際には使われなかったと伺っ
て、有効活用していただくのは難しいと
実感しています。注意喚起を促すという
目的で、洪水ハザードマップについては
全戸に、津波ハザードマップについては
影響があると予想される町内の全戸に配
布しましたが、確かに配布しただけとい
う感は否めません。少なくとも町内会や
自治会などに、目的や使い方などもお知
らせする必要があると思います。藤沢市
は 13の地区に分かれていますので、災
害対策課の職員だけでそれをこまめに
フォローするのはなかなか厳しい状況で
す。しかし、今後の課題として受け止め
たいと思います。
長坂：佐藤さん、今回は NIED で開発し
た eコミマップを活用して、防災マップ
をつくっていただきましたが、このシス
テムについてはどう思われましたか。
佐藤：ある程度パソコンやインターネッ
トの知識があれば、十分使えると思いま
す。
長坂：市のハザードマップについては、
大雨が降って河川の水位が上昇して引き
起こされる外水氾濫を想定してつくられ
ています。それが地域の標高によってど
のくらい浸水するかという最大浸水位と
いう考え方です。しかし実際には、住民

の皆さんが集められた被災体験も重要な
要素ですから、避難のタイミングや避難
経路の選定の情報として、こうした eコ
ミマップもどんどん活用していただきた
いですね。
ワークショップの時に、例えば指定避
難所までの経路やタイミングなどについ
ての話し合いはされたのでしょうか。
佐藤：そうですね。NIED に雨量計を設
置していただき、それを試験運用したの
ですが、当初は鵠沼伏見稲荷神社の敷地
に 1cm で設定して、それを超えたら携
帯にメールが届くようにしました。しか
し運用してみると、少しの雨でもすぐに
1cm に到達してしまうので、ひっきり
なしに「1cmになりました」「解除しま
した」という情報が入ってくる。テスト
ですからいいのですが、実際に運用する
際には、例えば 3cmに設定しておいて、
そのときに自宅や周辺がどういう状態に
なっているかをチェックしようという話
をしています。
長坂：なるほど。現在 5丁目では、静的
なハザードマップだけでなく、リアルタ
イムで浸水計の情報を地図に落とし込ん
だり、また携帯メールで配信するといっ
た実証実験をしています。ところで、5
丁目の指定避難所はどちらになるのです
か。
佐藤：まずは鵠沼伏見稲荷に集合、です。
実際は鵠南小学校ですが、引地川の川向
こうになりますので、川が増水したり、
橋が落ちたりした場合はまず行けなくな
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ります。ほかに近くて大きな施設は鵠沼
市民センターですから、そちらに避難す
ることになると思います。
長坂：引地川を渡って避難するという設
定になっているのでしょうか。
新倉：避難所にも許容範囲がありますか
ら、施設の規模によって町内会ごとに割
り振りをさせていただくことになると思
います。藤沢市は 13の地区に分かれて
いると申し上げましたが、各地区に公民
館機能を持たせたセンターがあり、そこ
を地区内の防災拠点本部と位置付けてい
ます。行政が決めたとしても机上の空論
である部分もあろうかと思いますし、や
はり地域に住んでいらっしゃる方が一番
地域の状況をご存じですから、実際には
住民の方々がセンターを中心に話し合っ
て、避難場所を変更していただくという
ことも当然あり得ます。

また、各地区には地区自治を担う地域
経営会議が組織化されていますので、そ
こで地区ごとに話し合って決めていただ
くことになると思います。ただ、場所に
よっては地区を越えて避難しなければな
らないケースもでてくると思いますの
で、13 地区の連絡協議会などで調整が
必要な部分もありますね。

長坂：今回のワークショップでは、鵠南
小学校よりも市民センターに避難するほ
うが安全だ、そこまでは行けそうだ、と
いう共通認識は持てたのでしょうか。
佐藤：そうですね。しかし、新しい住民
も増えていますし、過去の災害情報をご
存じない方もたくさんいらっしゃいます
から、いざ避難となった時にはどうなる
かちょっとわかりません。
長坂：要援護者の方の避難についての話
し合いはあったのですか。
佐藤：町内会でアンケートをとろうかと
いう話は出ています。災害時に援助をし
てほしいと要望した方は支援しますが、
強制はできないだろうという話もありま
す。私の父親も町内会長や民生委員を
やっていましたのでよくわかりますが、
独居のお年寄りや介護が必要な方をどう
するかという課題については、難しいで
すね。意思表示があればお手伝いできま
すが、なかった場合にどうすればいいの
か。
長坂：今はまだ民生委員と地域の自主防
災会との連携分担はできていないという
ことですね。
佐藤：そこまで決まっていないですね。
長坂：大田さん、鵠沼中学校区ではその
あたりの取り組みはどうですか。
大田：民生委員は、厚生労働省の管轄で
大臣から委嘱を受けています。しかし自
主防災会は市の管轄ですから、まずそこ
に大きなギャップがありますね。そして
問題なのは、民生委員になり手がいない

ということです。また個人情報保護法も
あって要援護者の情報は民生委員しか知
りませんから、いざという時には民生委
員が情報を出さない限り、町内会では助
けに行くことができないのが現状です。
民生委員の業務の中には確かに、災害時
には要援護者の安否確認をすること、と
なっているのですが、私でも担当してい
る方が 50人以上いるわけで、災害時に
1人ではとても無理で、やはり町内会の
力を借りなければ対応できません。どう
やって整合性をとればいいのか。そこで、
鵠沼中学校地区では、手挙げ方式をとっ
ています。アンケートをとって「災害時
に援助を希望する人」を確認して初めて
町内会も動くことができるわけです。ま
た民生委員も協力する、という体制に
なっています。しかし、厚生労働省から
委嘱されたというプライドもあって、中
には嫌がる人もいるんです。また最近は
女性も多いのですが、災害時には力仕事
もでてきますから、男性のパワーも必要
で、そうなるとやはり町内会との日ごろ
の連携が大事になってきますね。
長坂：ありがとうございます。5丁目で
やらなければならないこともたくさんあ
ると思いますが、ほかの町内会との連携
はされているのでしょうか。また、鵠沼
中学校地区では複数の町内会が協議会組
織をつくって住民主体で避難所を運営し
ていく仕組みをつくっていますが、そう
いう組織をつくろうという動きなどはあ
るのでしょうか。

佐藤：多少ほかの町内会との連携はある
と思いますが、それぞれの町内会長の意
向次第という部分が大きいでしょうし、
そこまでの動きはないですね。まずは 5
丁目町内会で、会報誌を年 2回発行し
て町内に周知しようという取り組みをス
タートさせたところです。
長坂：大田さん、複数の町内会が連携し
て避難所を運営するという取り組みにつ
いて、現状と課題をお聞かせください。
大田：鵠沼地区には 9つの避難所があり
ますが、鵠沼中学校の防災連絡協議会が
最初で、2002 年に組織されました。そ
のきっかけは、当時鵠沼中学校の教頭
だった島田先生が、学校としての防災マ
ニュアルをつくられ、また中学校が避難
所だということもあって避難施設として
のマニュアルもつくられたことから始
まっています。

島田先生は、学校が避難所として開設
された時に、それを運営するのは近隣の
町内会の皆さんだということに気付かれ
て、町内会長さんたちに協力を求めて、
一緒に協議しましょうというところから
スタートしました。当時は 6つだった町
内会も、近隣にマンションなども増えま
したから、現在は 7つの町内会と 4つ
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の自治会が参加しています。学校が積極
的に取り組んでくれたことが大きかった
ですね。
長坂：行政と市民が協働して減災に取り
組むためにも、最初の一歩として、住民
が主体となって避難所の運営組織を立ち
上げて運営していくことが必要だと思う
のですが、なかなか難しいですね。その
時に避難所に指定されている中学校も一
緒にそれに取り組んだことで功を奏して
いる例をご紹介いただきましたが、藤沢
市ではどうお考えでしょうか。また、先
ほどの各センターに置かれる防災拠点本
部と避難所の運営組織や町内会単位の自
主防災組織との連携はどのように考えて
いらっしゃいますか。
新倉：先ほども少しお話ししましたが、
市内 13地区に拠点本部を置き、そこに
1名ずつ地域担当という位置づけで防災
を専門にする職員を配置しています。こ
の体制をとって 4年目になります。その
防災担当者が、避難施設ごとに避難施設
運営委員会を設置することになっていま
す。避難施設の基本的な運営マニュアル
はできていますので、施設ごとの詳細な
マニュアルは独自につくるという方針で
す。
現在市内には 81 カ所の避難施設があ
り、そのうち 70カ所ぐらいは協議会の
ような組織が立ち上がっていると思いま
す。また、場所によっては、災害が起き
たと想定して、地区の防災訓練とは別に、
役員さんだけでその避難所を立ち上げる

シナリオをつくって訓練を行っている地
域も出てきています。
長坂：学校のかかわりも大事ですし、地
区自治がないところについては行政が呼
び水的な役割を果たして避難所運営のた
めの組織を立ち上げていくなど、いろい
ろなタイプがあるようですね。もちろん
防災だけではなくて、交通や防犯、福祉、
環境の改善あるいは地域の魅力の振興と
いった地域のよろずのことも、それぞれ
の地区の自治、自己決定で行っていくと
いう可能性もでてきたのではないでしょ
うか。
佐藤：そうですね。先ほどの会報誌につ
いても、防災だけではなくて、地域のさ
まざまな情報を取り上げていきたいと考
えています。今回制作したラジオドラマ
を CDにしてもらいましたが、参加して
くれた小学生が学校に持っていったそう
です。学校で皆で聴いたのかどうかはわ
かりませんが、今回のような取り組みも
含めて、とにかく自分たちがやっている
ことを伝えていくことは大事ですね。
長坂：藤沢市では、地区自治の仕組みと
して地域経営会議が設立されたというこ
とですが、そういう動きの中で、広域的
な、町内会を越えた防災という課題につ
いて、どうお考えですか。
新倉：難しい問題だと思います。地域経
営会議はモデル地区として 2009 年 4月
にまず湘南台で設置され、その後 12地
区でも順調に立ち上がりました。各地区
の担当協議会や地域団体、その他公募に

よって集まった方が委員になり、市から
予算もつけます。地域のことはなるべく
地域で決定していただくという方針で、
地区の最高意思決定機関として位置付け
ています。
これに伴って、市でも地域経営会議で
やっていただくことを含め、さまざまな
業務を見直しています。その中で、さま
ざまな主体がどのように防災に取り組ん
でいくのかについては、今後の課題だと
思っています。NIED の取り組みは潜在
的な地域力を引き出すという意味でも非
常に良い事例だと思っています。
長坂：ありがとうございます。水島さん
には、これまで鵠沼中学校地区、そして
鵠沼海岸 5丁目と、2つのラジオドラマ
の脚本をつくっていただきました。防災
含め、さまざまな地域課題をテーマにし
たドラマや演劇づくりなどについて、何
か助言をいただけませんか。
水島：今回はラジオドラマでしたが、例
えば、演劇、人形劇や紙芝居、あるいは
図書館などでよくやっているお話会と
いった形式など、いろいろな形でできる
と思います。民話なども掘り起こしてみ
ると地域の知恵が見えてきますから、こ
ういうものも大事にしたらいいのではな
いでしょうか。
つい最近、スマトラ沖で地震があった
時に、ある小さな島で、こういう状態の
ときには津波が来ると言い伝えられてき
た話を思い出した若者の呼び掛けに従っ
て皆が高台に避難したので、人的被害は

なかったというニュースを見ました。そ
れを見て、日本でもたしか麦わらを燃や
して村人を海辺から山に呼び寄せたとい
う民話があることを思い出しました。語
り伝えていくことはとても大事なことだ
と思っています。映像にしなければ、ド
ラマにして大勢の人に見て聴いてもらわ
なくては、と考えなくとも、おじいちゃ
んやおばあちゃんが子供たちに伝えてい
くことで、もっとすそ野も広がるのでは
ないでしょうか。

長坂：ありがとうございます。今回のラ
ジオドラマでは、山古志も鵠沼も、地
元のコミュニティ FM局に協力していた
だき、収録・放映を行いました。FMな
がおかもレディオ湘南も、災害時には被
災者に向けた生活情報を放送するという
ミッションを持っていますので、地域の
方々と日ごろから顔の見える関係を築い
ておくことも大事なことですね。
  では、会場からの質問をいただきたい
と思います。
―Q：要援護者の問題は極めて重要であ
り、デリケートな問題でもあると思いま
すが、大田さんの地域の活動についても
う少し詳しく教えてください。
大田：先ほど申し上げた手挙げ方式で
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やっている町内会も増えてきました。私
たちの町内会ではそれ以外に、“ お助け
隊 ” を組織しました。災害時に、手の空
いている人には積極的に救助活動に参
加してもらおうということで、中学生
から 70 歳代まで 84 名が登録していま
す。地震はいつ起こるかわかりませんか
ら、対応できる人が地域のために活動す
る。登録してくれた人には、ヘルメット、
手袋、懐中電灯といった防災グッズをお
渡しし、災害時にはどこに人員配置する
かという地図やマニュアルも配っていま
す。要援護者の情報については災害時に
配ることにしています。それ以外に、各
家庭に安否確認カードを配布して、家族
構成などを書き入れてもらい、地区の当
番から組長、組長から町内会長に集約さ
れて、把握できるようにしています。
  また情報提供については、伝言板方式、
つまり各拠点に掲示板を出すことになっ
ています。掲示板の情報を手渡し方式で
流していく。そういう網の目のような仕
組みをつくりました。それに基づいて要
援護者も救援するということです。
長坂：ありがとうございました。要援護
者の問題はNIED でも大事なテーマとし
て考えています。安否確認と避難に加え
て地域ケアの継続のところまでガイドラ
インの検討をしているところです。
―Q：神戸からまいりました。阪神淡路
大震災の際に、避難所の運営をしていま
した。避難施設そのものが被災した場合、
第 2、第 3の避難所の対策は講じられて

いるのでしょうか。また、現在の避難所
の収容について、人口比率で許容を考え
ておられるのでしょうか。
新倉：藤沢市内には現在 81 カ所の避難
所がありますが、これ以上の設置は現在
考えてはおりません。避難施設となる体
育館は、今年あたりでほぼ耐震化の工事
が終わりますから、だいじょうぶだろう
という予測もありますし、また、万が一
被災した場合はほかの避難所に移ってい
ただくことになると思います。二つ目の
質問については、ある程度の人口規模で
設定していますが、基本的には市立の体
育館等になりますので、立地条件も含め
て、横断的な対応も必要だと思っていま
す。
長坂：避難所についても、必ずしも公設
の指定避難所だけが避難に適しているか
どうかわかりませんし、指定されてない
場所でも自主避難所として機能するケー
スもあるでしょう。また要援護者の問題
については、緊急入所についての協定を
行政と民間施設とで結んでおくといった
取り組みも必要ですね。
  地域のさまざまな主体が連携して、既
存の社会資源をうまく活用しながら地域
防災力を高めて、災害に対応していく。
NIED は今後とも、地域の皆さんのこう
した活動を積極的にサポートしていきた
いと思っています。本日はありがとうご
ざいました。（拍手）

野村京子さん（鵠沼海岸 5丁目町内会長）
自主防災会を立ち上げようということに賛成して下さった方たちは、今回のさまざまな取り組みを通

して防災に対する意識がとても向上したと思いますし、ワークショップやドラマに参加することで仲

良しになれたという思いはあります。ただ、参加されなかった方たちの関心はまだまだ薄いと思いま

すので、そういう方たちにどう伝えて、防災意識を高めてもらうか、その悩みは大きいですね。

梅沢このみさん
（鵠沼海岸 5丁目在住、
ラジオドラマで声優に挑戦）
今回のシナリオづくりやドラマづ

くりで、普段はお話をしたこと

がない方とも知り合いになれて、

またドラマの練習などの過程で

は世代を越えて、冗談も言える

ような間柄になりました。地域

の方の密着性が出たということ

がとても良かったと思います。

飯田有美さん（鵠沼海岸 5丁目在住、
ラジオドラマで声優に挑戦）

会合などで地域の皆さんとお話することはあっても、ラジ

オドラマのような 1つの作品を、皆で力を合わせてつくり

上げるということは今までなかったので、世代を越えたコ

ミュニティができたと思いますし、とても楽しかったです。

小林亘さん（鵠沼海岸 5丁目在住、
ラジオドラマで声優に挑戦）

例えば、自分の家から火を出さなくても、隣近所からのもら

い火で延焼することもあります。町内のことは、自分のとこ

ろだけの問題ではありませんから、いざというときには自分

が出て行って、サポーターになれればいいなと思っています。

松永実さん（藤沢市立鵠沼中学校校長）
　鵠沼中学校では毎年 9 月 1 日に、全生徒を集団下校させて、そのときに職員は各地域まで送り

届けています。その後は、各地域で防災に関するさまざまな活動を行っているようです。そこで子

供と地域が触れ合い、お互いに顔を覚える。子供たちが“自分もこの地域の一員なんだ”というこ

とを理解する。これは非常に大切なことです。これをきっかけに、あいさつ運動にもつながるでしょ

うし、行事への参加など子供たちと地域とが一緒に取り組むことができます。こうした地域の教育

力は学校にとってもプラスだと思っています。

　また、子供たちが自ら発信することも大切です。防災教育や講座で行ったことをドラマに仕立て

て、例えば文化祭で発表するといった方法もあるでしょう。いろいろな機会を通して、子供たちな

りに表現する。そういうことを積み上げて、自分たちの内にあるものを耕したり、高めたりしてほ

しいと思っています。

防災マップづくり、災害対応シナリオづくり、
防災ラジオドラマに取り組んで
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はじめに
ｅコミュニティ・プラットフォーム
2.0（略称 ｅコミ 2.0）は、「災害リスク
情報プラットフォーム研究プロジェクト
（BOSAI-DRIP）」の一環として開発した、
地域社会を支える参加型のコミュニティ
情報基盤Web システムです。
ｅコミ 2.0 は、インターネットと携帯
電話を用いて、人と人がつながるきっか
けをつくり、それを深め、さらに広げる
場を提供します。
ｅコミ 2.0 を使って、地域の住民の
方々やコミュニティが自由・活発に情報
共有や意見交換を行なうことで、防災を
はじめとする地域のさまざまな課題を皆

が共に考え、解決に向けた第一歩を踏み
出すためのお手伝いができると考えてい
ます。このシステムは、どなたにでも使っ
ていただけるよう、平易な操作インター
フェースを採用し、またプログラム（ソー
スコード）を無償で提供しています。

e コミ 2.0 の特徴とツール
eコミ2.0の特徴を図１に示しました。
また、ｅコミ 2.0 はすぐに使えるさまざ
まなツールを予め用意していますので、
その一部を紹介します。
（１）ブログ機能
ブログ（日々更新される日記的な
Web サイトの総称）機能を使って、日

ｅコミュニティ・プラットフォーム 2.0 の紹介
地域社会を支える参加型のコミュニティ情報基盤Webシステム

 

図 2　ｅコミュニティ・プラットフォーム 2.0 の特徴
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常的に気軽に情報を発信すると共に、コ
メント欄を利用して密度の濃い意見交換
を行なうことができます。
（２）掲示板機能
いろいろな人々が集まって意見交換や
議論を行なう場として利用いただけま
す。コミュニティ内で地域の課題を話し
合うことや、他のコミュニティと交流を
深めることができます。
（３）マップ機能
　地図を用いた情報共有が可能です。ア
イコンや自由線、枠囲いといった柔軟な
表現方法で情報の登録・記入ができ、ど
の場所・エリアに関する情報なのか直接
指し示すことができます。身近な話題か
ら地域の課題までさまざまな用途に利用
いただけます。公的機関が提供するハ
ザードマップとの重ね合わせ表示等が可
能な、より高度なマップ機能は e コミ
マップと呼ばれ、eコミ 2.0 の中で重要
な機能の 1つとなっています。
（４）RSS 受発信機能
　各Web サイトが発信している情報の
見出しである「RSS」を自動的に収集し
て、自身のWeb ページ中に表示するこ
とができます。逆に、自らが発信したブ
ログ等の情報も、RSS 機能を利用して最
新情報を配信することができます。
（５）携帯電話によるアクセス機能
　携帯電話から eコミ 2.0 にアクセスす
ることができます。いつでもどこからで
も eコミ上で情報を発信することが可能
です。

（６）その他の機能
　画面デザインをワンタッチで切り替え
るスキン変更機能等、Web ページを楽
しく簡単に使いこなす機能や、メッセー
ジの一斉同報配信といった、より豊かな
コミュニケーションを実現する機能等、
さまざまなツールを用意しています。

想定している利用シーン
（１）市町村等の自治体では、参加型の
地域コミュニティWeb サイトや住民向
け個人ポータルサイト、地域 SNS、地図
ポータルサイトを容易に構築・運用する
ことができます。
（２）自治会・町内会、連合町会等の住
民組織の情報共有や活動支援ツールとし
て、掲示板や地図等を設置し、一般公開
情報と非公開情報（関係者だけに公開す
る情報等）を分けて情報提供・共有する
ことができます。
（３）複数の町内会や各種地域団体から
構成される地区内分権型の住民自治組織
による包括的な地域経営の運営ツールと
して利用できます。
（４）市民活動団体、NPO、コミュニティ
ビジネス等におけるさまざまな活動の交
流・協働を支援する中間支援プラット
フォームとして、また、市町村や事業者、
福祉団体等との市民協働をプロデュース
するツールとして利用できます。
（５）学校等の公的機関や PTA 等、新た
な公共や地域経営のパートナーとなる各
種地域団体が、それぞれ独自に汎用的な



図 2　e コミ 2.0 を使用したつくば市民レポーターのサイト
(http://reporter.e298.jp)

これまで自然災害に対しては、堤防や耐震化などのハード対策から、

ハザードマップの作成や配布などのソフト対策まで、さまざまな対策

がとられてきました。しかし、それでも自然災害の「リスク」をゼロ

にすることはできません。自然災害の発生メカニズムの複雑さに加え、

地球規模での環境変化や少子高齢化などの社会構造の変化により、私

たち 1 人ひとりが被りうる自然災害の「リスク」は常に変動しながら

存在しています。

●「災害リスク情報プラットフォーム」の構築へ
自然災害を被る「リスク」が 1 人ひとりにある以上、「防災対策」も

1 人ひとりに必要です。そこで、防災科学技術研究所では、誰もが自

らに被りうる自然災害の「リスク」を知り、自らに適した「防災対策」

を立案・実行していく社会を目指し、そのための「素材（災害リスク

情報）」と「道具・手段（プラットフォーム）」の研究開発に着手しま

した。

●「社会還元加速プロジェクトとして
社会還元加速プロジェクトでは、2025 年までを視野に入れ、研究開発

や社会制度の改革など、中長期にわたって取り組むべき政策が示されて

います。この中で、「災害リスク情報プラットフォーム」は、早期に社会

還元すべき先駆的なプロジェクトとして、「安全・安心な社会」を目指し

た「きめ細かい災害情報を国民 1 人ひとりに届けるとともに、災害対応

に役立つ情報通信システムの構築」することと位置づけられています。

災害リスク情報プラットフォームに関する
研究開発の紹介
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研究の背景と目的

●変動する自然災害の「リスク」

個人や地域が「リスク」を知り、ともに備えることのできる社会を目指して
私たちの生活は、地震、津波、噴火、豪雨、地すべり、雪崩などの自然災害の「リスク」と切り離す

ことができません。そこで、「災害リスク情報プラットフォーム（BOSAI-DRIP）」プロジェクトでは、

これまでに培われた自然災害に関する科学的研究成果や被災経験・教訓などの「知」を最大限に活か

し、1 人ひとり、そして社会全体の防災力を向上させるためのイノベーションの創出に取り組みます。

目的で利用しながら、必要に応じて自治
体等と相互に情報を交換・共有し、サー
ビスを連携することができます。
（６）自治会・町内会を基盤とする自主
防災組織や住民主体の避難所運営組織
が、平常時および災害時に上記（１）～
（５）の主体と協働し、地域内外の社会
資源や人的ネットワークを活用して、地
域の災害対応力を高めるためのツールと
して利用することができます。
eコミ 2.0 を利用した例として、つくば
周辺地域の身近な話題や生活情報、イベ
ント、市民活動等を一般市民の目線で取
材して発信している「つくば市民レポー
ター」があります（図２）。

NIED では自治体を対象に、本システ
ムを利用した実証実験への協力団体を募
集しています。選定された協力団体に関
しては、NIED がシステムの導入・運用
を支援します。

詳しくは・・・
e コミ 2.0 の公式 Web サイトには、
利用例やマニュアル等をはじめ、ｅコミ
に関する詳しい情報が公開されています
ので是非ご覧ください。
http://www.bosai-drip.jp/ecom-plat/



災害リスク情報クリアリングハウス

災害ハザードリスク評価システムの研究開発

利用者別災害リスク情報活用システムの研究開発

専門知による
リスク評価

個人・地域による
リスク評価

災害リスク情報分散相互運用環境

災害リスク情報プラットフォームの全体像

各種自然災害リスク評価システム

◎ 全国版地震ハザード・リスク情報ステーション ◎ 全国版自然災害事例マップシステム

◎ 地域詳細版自然災害リスク評価システム◎ 地域詳細版地震ハザード・リスク情報ステーション（実証実験）

活用システムでの
相互運用
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で
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地域を限定した実証実験

地震ハザード・リスク情報ステーション

災害リスク情報
クリアリングハウス

災害ハザード・リスク評価システムの全体像
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研究開発概要
リスクの評価から具体的な備えまでを一貫して支援する

●最先端の「ハザード・リスク評価」を誰もが利用可能に
自然災害に備えるためには、被りうる自然災害のリスクについて知ることが

必要です。そのためには、専門的な調査・研究によるリスクの可視化が重要

となってきます。そこで、各種自然災害について、これまで培われてきた専

門的な知見に基づくハザード評価、リスク評価を行い、その成果を可視化さ

れた「災害リスク情報」として提供します。その第一段階として、まずは地

震災害を中心に研究開発を行います。

●「災害リスク情報」を活用して、個人や地域に適した備えを実現
変動し複雑化する社会においては、誰にも共通する唯一の防災対策を求める

のではなく、自らの状態や価値観、置かれた環境などに合わせて、それに適

した防災対策を選択・創造していくことが重要です。そこで、得られる「災

害リスク情報」をフルに活用し、個人や地域の特性に合わせた防災対策を立

案し、実行できるサービスと手法の開発を行います。その第一段階として、

まずは個人 1 人ひとりと地域コミュニティーの防災対策を中心に研究開発を

行います。

●災害リスク情報がいつでも利用できる「分散相互運用環境」
ハザード・リスクの評価や防災対策の立案、実行を効果的に行うためには、そのために必要な知識や

情報がいつでも得られる環境が必要となります。そして、その知識や情報は

一カ所にあるのではなく、社会を構成するさまざまな主体が分散して保持し、

管理しています。そこで、その多様な主体が持つ知識や情報、すなわち「災

害リスク情報」を相互に利用できるような情報環境の研究開発を行います。

研究分野①災害ハザード・リスク評価システムの研究開発
専門的な調査研究に基づいて、詳細で高精度な災害ハザード・リスク情報を作
成し、配信するシステムの研究開発

●地震ハザード・リスク情報ステーショ
ンの構築
地震の被害を軽減するためには、個々人の地震

への意識を高め、地震に対する備えを促すこと

が不可欠です。このため、日本全国で発生する

地震を対象として、個々人が地震リスクを自

分の問題としてとらえることができるリアリ

ティーのある詳細なハザードマップやリスク情

報を作成します。こうした情報を集約し、最新

の技術を用いて、国民 1 人ひとりを対象とした、

わかりやすく説得力のある情報を提供できる地

震ハザード・リスク情報ステーションを構築し、

広く情報公開し、また普及を行うと同時に、防

災教育にも活用することを目指します。

●手法開発、モデル構築から実証実験まで
具体的には、政府の地震調査研究推進本部で作

成が進められている地震動予測地図を高度化す

るための手法開発や地下構造モデルの構築を行

います。それらに基づき作成・高度化された地

震動予測地図の地震ハザードに関するデータに

より、全国レベルでの地震リスク評価を実施し、

それらデータを公開するためのシステムを開発

します。また、地域を限定して詳細な地震ハザー

ド評価を実施し、それらをもとにして詳細な地

震リスク評価ができるシステムを開発し、実証

実験を行う予定です。

●全国版自然災害事例マップシステムの
開発
過去にその場所で災害が発生したという事実は、

その発生原因を調べる上でも、今後の発生リス

クを考える上でも、非常に重要な情報となりま

す。そこで、全国で発生した各種災害の災害履



◎ 防災マップ作成機能

◎ 災害リスクシナリオ作成機能

◎ 自治体防災システムとの連携機能

◎ 将来防災生活設計機能

◎日常防災行動支援機能

災害リスク情報
クリアリングハウス

専門知によるリスク評価

災害リスク情報
相互運用環境

地域向け活用システム
「地域防災キット」

個人向け活用システム
「i-防災」

専門知によるリスク評価を踏まえ
個人／地域が自ら行う

リスク評価・リスクマネジメント

利用者別災害リスク情報活用システムの全体像
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歴を今後の災害対策に活用するために自然災害

事例マップを作成し、わかりやすく提供するシ

ステムを開発します。

●地域詳細版自然災害リスク評価システ
ムの開発
個別地域を対象として、そこで発生しうる各種

自然災害のハザード・リスクを詳細に評価・提

供できるシステムの開発を行います。また、地

域に発生しうる自然災害が単独であるとは限ら

ないことを考慮し、このシステムと「地震ハザー

ド・リスク情報ステーション」とを合わせ、「災

害リスク情報活用システム」におけるマルチハ

ザード・マルチリスクでの防災対策の立案や実

行に資することを目指します。

研究分野②利用者別災害リスク情報活用システムの研究開発

●個人向けシステム「i- 防災」
個人 1 人ひとりを対象とし、「現在」と「将来」

の２つの観点から、それぞれが自らに適した防

災対策を立案し、実行できるサービスの研究開

発を行います。「現在」については、リスクの変

動と個人の行動（位置）の変化に合わせ、いつ、

どこにいても、その時その場で必要となる災害

リスク情報と、その状況に即した防災行動を推

1 人ひとり、そして地域に合わせて災害リスク情報を活用し、防災対策を立案・
実行できるサービスと手法の研究開発

研究分野③災害リスク情報分散相互運用環境
分散して運用管理される災害リスク情報を相互に活用し合える環境の実現に向
けた研究開発

奨するサービスを開発します。「将来」について

は、自ら描く生活スタイルに合わせて有用な各

種公的支援や民間サービスなどを推奨し、災害

リスク情報に基づく将来の生活設計を立案でき

るサービスを開発します。

●地域コミュニティー向けシステム「地
域防災キット」
コミュニティー内やコミュニティー間での協働

を誘発し、その地域特性に合わせた防災対策の

立案や実行のためのサービスの研究開発を行い

ます。具体的には、避難所運営や要援護者支

援などの地域における課題を解決するために、

「マップ」という空間的な観点と「シナリオ」と

いう時間的な観点から、自らの地域のリスクや

防災資源を可視化し、相互にプロセスを通じて、

地域固有の防災対策を立案し、実行するサービ

スを実現します。

●国・自治体・民間システムとの連携・
連動
1 人ひとり、そして地域コミュニティーの防災

対策をよりよいものにしていくには、それを支

える国・自治体・民間の防災制度やサービスと

の連携や連動が不可欠です。例えば、個人の防

災対策を支援する助成制度の推奨や、災害時に

きめ細かな情報伝達を担うコミュニティー放送

との平時からの情報連携など、つながるべきも

のがつながり、活用できるものは可能な限り活

用できる仕組みと、そのような社会の実現に向

けた研究開発を行います。

●リスクコミュニケーション手法と災害
リスクガバナンス
1 人ひとり、そして地域の防災力向上は「素材（情

報）」や「道具（ツールやサービス）」の提供だ

けでは実現しません。それとともに「手段」と

してのリスクコミュニケーションが不可欠とな

ります。また、その基盤となるのが、多元的な

主体による水平的で重層的なネットワークによ

る協働社会（災害リスクガバナンス）の構築です。

ここでは、「素材」や「道具」、「手段」とともに、

それを支える「社会」のあり方や政策について

の研究開発を行います。

●防災対策立案に資する災害リスク情報
のあり方
防災対策の立案に有効な情報は、専門的な知見か

ら作成されたハザード・リスク情報だけではあり

ません。これまでに発生した災害の履歴、その災

害により被害を受けた人の体験談やそこから得ら

れた教訓、そしてこれらを踏まえた防災制度、サー

ビス、推奨行動など、有用な情報は多種多様に存

在します。これらの情報を「災害リスク情報」と

して 1 人ひとり、そして地域の防災対策に活か

すためには、どのような状態で整備・管理されて

いくべきかについて研究開発を行います。

●災害リスク情報の動的利用のためのイ
ンターフェース
災害リスク情報をハザード・リスク評価や防災対

策立案に活かすためには、それがいつでもすぐに

利用できる状態にあること、すなわち分散管理さ

れる災害リスク情報の動的利用のためのインター

フェースが必要です。そこで、国際的な標準化動

向を踏まえ、ハザード・リスク情報の更新やシミュ

レーションのリアルタイム連携など、動的なイン

ターフェースのあり方と実現に向けた方策につい

て検討します。



災害ハザード・リスク評価システム

利用者別災害リスク情報活用システム

災害リスク情報
クリアリングハウス

災害リスク情報相互運用環境

災害リスク情報相互運用環境の全体像

●災害リスク情報クリアリングハウス
相互運用環境により多種多様な災害リスク情報

が利用可能になる反面、必要とする情報を見つ

けたりその情報にたどり着くのが難しくなるこ

とが懸念されます。この懸念を解消するために、

災害リスク情報の検索ができて、さらに必要に

応じて適した情報を推奨するサービスとして、

災害リスク情報クリアリングハウスの研究開発

を行います。

●実証実験のための仮想相互運用環境の
構築
現実社会において、これまで述べたような相互運

用環境を実現するためには、あらかじめその有効

性を明確に示すことが必要となります。そこで、

「災害ハザード・リスク評価システム」や「災害

リスク情報活用システム」で利用可能な仮想的な

相互運用環境を構築し、実証実験をする予定です。
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